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夫
V. 観察〔2〕ー一従来からの交渉部門における変化の事実経過
1. まえがき
公共部門および農場労働者の組織化が1960年代以降のアメリカ労働組合運動
の「再生」を象徴することはすでに強調したところだが，従来からの交渉部門
においても，それなりの変化がなかったわけではない。組織化についても，ま
た交渉目標や交渉方法についても変化があり，さらに下部発言権の増大や協約
期間中のストライキにみられるミリタンシーの芽生えも感じとられる。国際競
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争の圧力でアメリカの労働組合界がはっきりと保護貿易の旗印を掲げたこと
も，見逃せない動きであろう。 80年代に譲歩の時代の出現したことも，とくに
最近の注目すべき現象であろう。以上の変化は，公共部門や農場労働者の組合
運動が世間を睦目させた華かさにくらべると， いかにも地味な動きにみえる
が，組合運動の主たる基盤がいまなお伝統的交渉部門に存することからすれ
ば，労働史上の論点として無視されえないものであろう。
だがかかる変化を論じるとしても，従来からの交渉部門に属する産業の数は
多く，しかも期間は20数年にわたるので，その変化を産業別かつ年次別のマト
リックスに配列することは，不可能ではないにしても容易ではない。しかし変
化を論じるには，まず事実を把握しなければならない。そこで産業を16選び，
そこにおける労使関係の動向を産業別に記述し，それによって事実の把握に代
えることにしておきたい。産業の選択はつとめて常識的な基準にしたがってい
るが，技術の変化やインフレーションとの対応の点で，また内外の競争圧力に
たいする対応の点でそれぞれ注目すべき協約を締結した産業については，優先
的にとりあげてある。具体的にはそれは，鉄鋼，製缶・アルミ，自動車，航空
・宇宙，電機，ゴム，鉄道，航空， トラック運送，通信，港湾，建設，石炭，繊
維・衣服，食肉加工，新聞の16産業であるが，鉄鋼と製缶・アルミ，自動車と
航空宇宙のごときはそれぞれ同一の労働組合（前者についてはusw,後者について
はUAW)が管轄の対象としており，また鉄道と航空は争議調整にかんして同一
の法律（鉄道労働法）の適用をうけており， そのかぎりでの類似性は強い。なお
いうまでもないが，産業の配列の順序に特別な意味はない。
以下は前記16産業における労使関係の主な動向を産業別に年表ふうに記した
ものである。やや詳細にすぎる傾向はなしとしないが，従来からの交渉部門に
おける変化を分析する際に素材の説明を省略し，かつ分析それ自体を浮き彫り
させるためには，それはかえって望ましい方法ですらあろう。なお組織活動や
国際領域にかかわる事項については，ここではあえて記述せず，それを個別に
論じる機会にゆずりたい。
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2. 16産業の事実経過
(1) 鉄鋼
1959年現行協約満了 (6月30日）から 2週間にして鉄鋼ストライキ始まる。全米鉄鋼
労働者組合 (theUnited Steelworkers, 略して USW)は賃上げ，付加給
付改善，エスカレータ一条項の存続を求め，使用者側は賃上げ・給付改善の代
償として労働規則の修正を要求する。遂に10月タフト・ハートレー法が発動さ
れ，実情調査委員会は解決の見通しの立たないことを報告。使用者は労働規則
修正の仲裁付託を提案するが，組合はこれを拒否。同月20日政府は連邦地裁に
差止令を申請してそれを確保するが，組合は即時抗告をなし， 11月7日最高裁
判所によって差止令が認められる。組合はただちに復職を開始する。その間会
社側の結束やぶれ， 10月26日カイザー製鋼 (9番目の大手）が妥結する。
世に有名なカイザー協約は，実情調査委員会にたいする組合の最終提案に即
したもので，協約期間は1961年6月30日まで。その内容は，①時間当り22.5セ
ント相当の賃金・諸給付のひき上げ（時間当り 3セントの生計費調整をふく
む），R労使委員会を設け，技術革新の諸結果と地域の労働条件について調査
勧告をなさしめる，③中立・労使三者委員会を設置して企業成果の株主・従業
員・公衆への公平配分プランをつくらせるというもの。
1960年 さてカイザー製鋼をのぞく鉄鋼労使は，副大統領ニクソンと労働長官ミッチ
ェルの勧告案により， 1960年1月5日協定覚書に署名する。それによれば，賃
金については1962年6月30日，年金・保険・補足失業給付については同年12月
31日をそれぞれ有効期限とする協約を結ぶとされる。賃金改定の内容は， 1960
年12月1日に時間当り 7セントの一律賃上げと 0.2セントの各格差上積み（そ
の結果7~13セント，平均9.4セントの賃上げ）， 1961年10月1日に7セントの
一律賃上げと0.1セントの各格差上積み（その結果7~10セント，平均8.6セン
トの賃上げ）， 次年度および最終年度に生計費エスカレーター調整（次年度は
3セント，協約全期間の調整総額の上限は6セント）をおこなうというもの因
1961年 カイザー協約による三者委員会は， 1月団体交渉促進のための若干の提案をお
こなう。すなわち定期会合；協約満了日の 1カ月前の委員会開催；中立委員に
1) Monthly Labor Review, January 1960, pp. 12~13; February 1960, pp. 181~182. 
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よる観察・報告・勧告など丸
1962年 USWと大手1社は協約期限満了の3カ月前 (4月1日）に協約改定交渉を解
決。新協約 (2 カ年）の内容は，推定雇用費用の 2½％相当の付加給付（時間
当り10セント相当）の改善を定めたもので，賃金率のひき上げはおこなわない
が，翌63年5月に賃上げ交渉を再開するというもの。したがって1962年鉄鋼協
約は経済諮問委員会 (theCouncil of Economic Advisors, 略して CEA)
のガイド・ライン (3%と目される）に即しており，鉄鋼企業が価格引上げの
要求をすることはないと想像されたが，実際には鉄鋼値上げがおこなわれたた
め，ケネディの介入（値上げ撤回の要求）となる丸
1963年 USWと鉄鋼大手1社とは，前年協約にもとづく再交渉を6月に完了する。そ
の内容は， 1960年協定により設置された合同ヒューマン・リレーション委員会
の勧告に即したもので，前年同様に賃上げは放棄するが，前年協約で設置され
た休暇基金を拡大して長期勤続者の休暇を13週程度にふやす（既定の 3~4週
の有給休暇にたいし勤続5年毎に9~10週を加える） というもの。いわゆる
job-saving協約。
1月 USWとカイザー製鋼とは， 1959年協約による三者委員会のその後の
成果分配プランを協約に盛りこみ， 3月より実施させる。それによると従業員．
は，技術•生産方法の改善による（能率化と無駄の排除による）果実の32.5パ
ーセントの分前をうけることになる4)。
1965年 USWと大手10社との協約改定交渉は前年12月より始まるが， USW役員選挙
のため交渉期限 (5月1日）は9月1日まで延期され，商務・労働両長官の斡
旋もあってストライキ直前の 9月初めに争議解決。その内容は，協約期間内に
賃上げおよび年金額改定のため時間当り47~51セントの支出をおこなうという
もので，それに関連して組合は，年令を問わず勤続30年を退職期とするという
目標を達成し，また使用者側は， 13週休暇フ゜ ランの修正 (3週を限度に休暇放
棄の自由を労働者に認める）をうる。 ・
USW新執行部は，合同ヒューマン・リレーション委員会に批判的態度をと
る。
2) Monthly Labor Review, January 1962, p. 1; March 1961, p. 291. 
3) Monthly Labor Review, January 1963, pp. 17~18; May 1962, pp. 552~554. 
4) Monthly Labor Review, December 1963, p. 1400; August 1963, pp. 959~960. 
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USW 会長デビッド・ J ・マクドナルド (6 月よりは I• W・アーベル）が
1965年度交渉目標として唱えた全体職務保障 (totaljob security)は， 1月
のアランウッド製鋼協約によってほぼ実現に近づく。それは，．失業補償と補足
給付とを結びつけてレイオフ時の賃金収入を通常時の85彩（従来は60彩）保証
し，また一時労働不能時にも同水準（従来は50彩）を保証し，さらに低賃金職
務への配置転換にさいしては過去の平均時間賃金収入の95形を保証しょうとい
うものD。
1968年 7月 USWと大手11社とは，予想されたゼネ・ストにも見舞われずに3カ年
協約に達する。初年度の賃上げは時間当り20~35.5セントであって，職務保障
よりは賃上げの強調されたのが今回の特徴丸
1971年 7月 USWは対大手の3カ年協約に合意する。それは3年間に計31彩（初年
度15%)の賃上げを定めたが，それ以外に1962年に放棄された生計費エスカレ
ータ一条項を2年目より復活し，また生産性向上のための事業所レベルの委員
会の設置をも定める。なお同協約によるコスト増を見込んで鉄鋼各社は，妥結
後24時間以内に平均8彩の値上げを発表し，政府は鉄鋼の競争力に不安を表明
する”。
1974年 USWと大手10社は，現行協約満了の3カ月半前の4月，新39カ月協約に合意
する。今回の特徴は，実験交渉協定 (theExperimental Negotiation Agre-
ement; 略して ENA)とよばれる新しい試みを定めたことで， その内容は，
会社は争議にさいしてロッ・クアウトをせず，また今後の賃金交渉において最低
苧 3彩の賃上げおよび150ドルの一時金の支払を約束するが，組合は，その
代償として企業規模のストライキはしないというもの。その主眼は協約改定交
渉の期限満了前解決と末解決問題の仲裁付託にあり， アーベル USW会長と
R・ヒース・ラリー経営側交渉代表とはENAを成功とよび，当協定満了後も
3年間は同方式を踏襲することに合意する。
さて新39カ月協約によれば，協約期間に一般賃上げとして時間当り60セント
(5月1日28セント，翌年8月および翌々年8月にそれぞれ16セント），職階
別積上げとして7.2セント，すなわち計67.2セントの賃上げが定められる。
5) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1415; October 1965, pp. 1234~1235. 
6) Monthly Labor珈view,January 1969, p. 15; October 1968, pp. 65~66. 
7) Monthly Labor Review, January 1972, p. 20; October 1971, pp. 73~75. 
83 
770 賜西大學「純清論集』第34巻第5号 (1984年11月）
賃金の生計費調整については，従来の CPI上昇0.4ボイントにかわり 0.3ボ
イントごとに時間当り 1セントと修正される。また年金の生計費調整もおこな
われるが， ただし CPIに連動はせず，現行協約満了以降の退職者の年金を
1976年8月以後5彩増額する。なお年金の満額受給退職年令は65オから62オに
早められ (1975年8月より実施）， かつ年金の最低給付月額も勤続におうじて
増額される。
新39カ月協約の他の条項としては，雇主負担による歯科治療保険の新設，補
足失業給付の改善，医療給付適用範囲の拡大，疾病・災害給付の改善，休日休
暇の増加延長などがあげられる丸
1977年 USWは， 前年12月より協約改定交渉の準備をすすめる。同月 USWの国際
賃金政策委員会（委員173名）は一般交渉目標として大幅 (substantial)賃上
げ，賃金エスカレーターの自由化，職務評価・刺激的賃金システムの拡大，休
暇延長，週労働時間短縮，年金・保険給付の改善などをとりあげる。とくに注
目されたのは職務と賃金にかんする「終身保証プログラム」 ("LifetimeSec-
urity Program")の要求であって， 賃金政策委員会は，そのプログラムヘの
ひとつの道として補足失業給付 (SUB) と賃金収入保障プラン (Earnings
Protection Plan)の拡大・改善をとなえる。
鉄鋼交渉は2月に始まる。アーベル会長は「相当の生涯所得をもたらす生涯
ジョップ」こそUSWの主目標だとする。 ENAの趣旨に即して現行協約期限
(7月末）のかなり以前の4月8日， USWと大手との協約がなる。一般組合
員は，同協約を2回目の投票により批准する。その内容は，①被レイオフ者へ
の104週を限度とする SUB支給，③週就労時間が32時間に満たない場合に同
時間分の給与を保証するための過少就労 ("shortweek")補償手当の増額，⑧
低賃金職務に配置転換された場合にそれ以前の賃金収入の90彩を保障するため
の賃金収入保障プランによるメーキャップ的手当の支給，④52週の疾病・災害
手当，⑥年令と勤続との合計が65年以上の従業員にたいし事業所閉鎖とレイオ
フ時の早期年金の支給など。
鉄鋼労使は，また外部発注問題について合同委員会を設けて1979年9月1日
までに調査報告をさせることとし，それまでの間は外部の業者の請負中は， レ
8) Monthly Labor Review, January 1975, pp. 8~9; June 1974, pp. 68~69. 
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イオフもしくは過少就労の熟練職種労働者にたいし週40時間の給与を保証する
ことを定める。
賃金にかんしては ENAにより協約期間中は毎年最低3彩の賃上げを保証さ
れ，また四半期ごとの賃金の生計費エスカレーター (CPI上昇0.3ボイントに
つき時間当り 1セント）の継続と 150ドルの一時金 (1974年時と同額）の支払
が定められる。なお1980年の協約改定交渉にも ENA方式を適用（同年をふく
め3年間の毎年3彩の最低賃上げと初年度一時金150ドルの支給ならびに自働
的生計費調整）するとされる丸
1980年世界的な鉄鋼需要の低迷と輸入増加によって鉄鋼産業は苦境にあり， 3月 US
スチー ルは， ヨーロッパ系鉄鋼7社をダンピングの疑いで提訴する。同時に
USスチールの一部事業所閉鎖の発表やウィーリング・ピッツバーグ製鋼の賃
金凍結ないし賃下げなどの動きもみられる。
鉄鋼の協約改定交渉は，今回も ENAの精神に即して4月の協約期限到来ま
でに妥結するが，前回 (1977年）のように ENA方式の次期自働適用をあらか
じめ決定するまでには至らずに終る。その理由は， 1959年鉄鋼ストライキを最
後とするストライキなき労使関係への労働側の疑問もさることながら，主とし
てENAの設定する賃金下限が生産中断防止の代価として適正かどうかをめぐ
る経営内部の意見対立にある。
賃金については今協約は， CPI上昇年率7.5%として生計費調整をふくめる
と，協約期間内の賃上げ累計は24.7彩と推定される。また同協約は，退職者の
鱈を増額する（ただしその原資として前協約の生計費賃金調墜の最終回分，
すなわち時間当り33セントを組合は放棄する）。
なお労働者と第一線現場管理者よりなる参加チーム ("participationtea-
ms")の設置が定められる。能率と勤労意欲などの向上による鉄鋼産業競争力
の強化を期待したものだが， USWは， これを元会長フィリップ・マレーが
1940年に産業民主々義を唱えて以来の組合目標のひとつという 10)。
1981年 1980年には赤字に悩んだ鉄鋼諸企業も，この年は利益をあげる。前年協約改定
時には次期改定時の ENA自働更新の合意はならなかったが，なおその件での
断続的な労使交渉は続けられる。 ENAの将来がこのように不確実だというの
9) Monthly Labor Review, February 1978, pp. 25~26; June 1977, pp. 62~63. 
10) Monthly Labor Review, January 1981, p. 18; June 1980, pp. 55~56. 
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に，協調の動きはあり，前年協約の条項にしたがって5社で労使参加チームが
設けられる11)。
1983年経済回復の兆あり，設備の稼働率は高まるが，なお企業は一般に損失をこうむ
る。鉄鋼の交渉パターンを設定する調整委員会のメンバー企業8社は， 1980年
改定交渉にさいして充分な組合譲歩を得るに失敗したことにかんがみ，今回の
改定交渉は慎重を期する。まず1982年に経営側はUSWにたいし自動車産業の
組合譲歩を上まわる要求をなし，それが拒否されると (7月），修正提案をお
こなってUSW執行部の支持をとりつける (11月）。だがそれが USWの支部
レベルで拒否されると，翌1983年に3度目の提案をおこない，やっと解決され
る。前回提案ほど譲歩要求が大きくなく，また組合譲歩分は協約満了時 (1986
年8月1日）までに回復されるとされたことが，解決をうながす。
譲歩の内容は，時間当り 1ドル31セントの賃金カットを定め（ただしそのう
ち1ドル25セントは協約期間内に段階的に回復される）， 生計贄調整条項は維
持するものの最初の5回分は放棄し（それ以後は CPI上昇0.3ボイント毎に時
間当り 1セントの現行率は維持するが，上限を設ける）， さらに大きな譲歩と
して1962年創設の休暇プラン（この休暇補足プランにより1983年現在の先任権
名薄の上位半分の労働者は， 5年ごとに13週の休暇を与えられる）を中止し，
かつ日曜出勤の賃金割増率の切り下げ (1.5倍から1.25倍へ） と規定休暇 (10
日）の1日カットをおこない，最後に ENAの中止を定めるというもの12)。
(2) 製缶・アルミ
1962年 〔アルミ〕大手5社と全米鉄鋼労働者組合(USW)とは6月2カ年協約を締結
署名する。 3月の鉄鋼協約と類似せるもので，初年度賃上げは定めないが，生
計費調整の継続，休暇プラン・補足失業給付・年金プラン等の改善を定める。
アルミ労働者国際組合 (AWIU)は，アルミ 2社との間に8月2カ年協約を結
ぶ。その内容はUSWとアルミ 5社とのそれに似るが，前記2社は週32時間の
最低保障賃金の支払に同意する。
〔製缶〕 USW と大手との協約は，賃上げを定めないなど鉄鋼・ア'~ミと類似
するが， 15年勤続以上の者にたいする勤続5年につき 3カ月のサバテイカル休
11) Monthly Labor R印 iew,、January1982, pp. 22~23. 
12) Monthly Labor Review, January 1984, pp. 34~35; May 1983, pp. 47~48. 
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暇を与える (1964年4月より実施）点が特徴13)。
1965年 （製缶J3月1日よりストライキ3週間にしてUSWと製缶大手とは， 40カ月
協約に達する。その特徴は，年金月額を勤続1年につき現行3ドル25セントを
5ドル50セントまで引上げ，また疾病・災害・補足諸給付は「職務所得保障プ
ログラム」（レイオフ・労働不能時の週給付を通常の賃金収入の70%まで引上
げる）に統一し，さらに鉄鋼のアランウッド協約の線に沿って低賃金職務配転
時は前給与の95彩を保証することなど。
〔アルミ）製缶より 2カ月おくれて USWは類以の協約を結ぶ14)。
1968年 〔アルミ〕 5月末USWと大手5社との間にストライキなしに新3カ年協約が
結ばれる。モデルとなったアメリカ・アルミ会社（アルコア）との協約によれ
ば，賃上げは3年間で時間当り計5.'9セントとし，他に年金その他諸給付の改
善が定められる16)。
1971年 〔アルミ〕自動車産業のアルミ消費の増大したこともあり，アルミ産業は鉄鋼
産業の最大ライバルのひとつとなる。・uswは，協約期間内のパッケージ賃上
げ計31彩（時間当り最低1ドル10セント）という 3カ年協約をえたが，そのコ
スト負担は鉄鋼より低いと見積られる。
〔製缶〕 USWは3月大手4社との3カ年協約を承認し， 4週間のストライキ
は終る。 2月にはナショナル製缶協約が成立。協約内容は，・初年度時間当り50
~60.5セント，次年度•最終年度12.5~20セ＿ントの賃上げをおこない，生計費
エスカレーターの再確立を定めるもの16)。
1974年 〔アルミ） USWと大手3社（アメリカ・アルミ，カイザー・アルミ，レイノ
ルズ金属）とは，時間当り70セント賃上げと生計費調整改善を定めた40カ月協
約に合意する。それは，仲裁付託最終期限の2月1日のことであり，鉄鋼の実
験交渉協定 (ENA)同様の早期解決プランを採択した結果であって，具体的に
は今回のアルミ協約は初年度賃上げ時間当り28セントの繰上げ実施（旧協約期
13) Monthly Labor Rev如， August1962, p. 912; October 1962, p. ・lf53; January 
1963, p. 18. 
14) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1415 ! August 1965, p. 990. 
15) M叩 thlyLabor Review, January 1969, p. 15; August 1968, p. 64. 
16) MonthりLaborReview, January 1972, pp. 20~21; July 1971, pp. 65~66; May 
1971, p. 75. 
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限満了の4カ月前より）を定めたが，かかる措置は，鉄鋼の実験協定によるス
ト放棄代償賃上げに見合うことを意図したもの。
今回アルミ協約の特徴は年金の生計費調整の導入。すなわち1976年および77
年の2月1日に過去12カ月の.CPI変化の65%の調整をするというもの。ただ
しすでに退職ずみの本協約非適用者のそれは別に改定する。また満額年金受給
退職年令は62オまで引下げる。なお賃金の生計費調整については，従来のCPI
上昇0.4ボイントに代り0.3ボイントにつき時間当り 1セントの加算に修正され
る。それ以外には使用者負担の歯科治療保険，補足的失業給付の改善，交代勤
務割増率改定，疾病災害手当引上げ，有給休暇1日追加など。
アルミ労働組合も 2週間内に前記 USW解決と同条件で妥結。
〔製缶） USWと大手4社（アメリカ製缶，コンチネンタル製缶，ナショナル
製缶，クラウン・コーク・シール製缶）もアルミと同解決＂）。
1976年 〔製缶〕 USWと大手4社とは現協約を8カ月延長（期限は1977年10月31日）
することに合意。合意内容は， 1977年3月1日に時間当り17~23.3セントの賃
上げをおこない，また1977年1月より始まる新協約の初年度賃上げを同年3月
1日に遡及して実施するというもの。この結果USWの製缶交渉は， 1977年は
鉄鋼・アルミ交渉に先行するよりは準拠することになる18)。
1977年 〔アルミ〕 USWは，鉄鋼交渉後の焦点をアルミに移すが，主要テーマはやは
り職務所得保障。その理由は，アルミ需要拡大しつつあるものの，巨大な電力
を消費するアルミ生産の伸びの過去に著しかった国がアメリカ以外のエネルギ
一低廉国だったことにある。 5月USWは大手3社との間に3カ年協約を締結
するが，その職務所得保障プログラムは，勤続20年以上のものへの均一給付と
いう鉄鋼方式と異なり，勤続2年以上のものへの等級別給付を定める。
・アルミ協約はつぎのとおり。①補足失業給付 (SUB)の支給は，勤続2年以
上10年未満の被レイオフ者に52週， 10年以上20年末満は78週， 20年以上は 104
週とする。③鉄鋼同様に年令と勤続の合計が65年に達する者への早期退職年
金，⑧疾病災害給付改定（週125~173ドルから168~230ドルヘ）， ④低賃金職
務に配属された者の所得保障（勤続2年以上10年末満は以前の収入の85彩， 10
年以上20年未満は90彩， 20年以上は95彩），⑥協約期間中の賃上げ計は職務等
17) Monthly Labor Rゅiew,January 1975, p. 8; April 1974, pp. 72~73. 
18) Monthly Labor R印iew,January 1977, p. 32; October 1976, p. 53. 
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級により時間当り80セントから 1ドル14セント，⑥CPI上昇0.3ボイントにつ
き時間当り 1セントの四半期調整は従来どおりとするが，鉄鋼と異なり前記調
整分を即時基本賃金に組み入れる（鉄鋼は年毎）。⑦年金給付の改定（ただし
1974年協約の CPI65形調整条項は予想に反して他産業に拡まらず， ここに中
止される）。
アルミ労働組合も USWとおなじ解決をおこなう。
〔製缶〕前年の協約延長協定の定める期限（この年の10月末日）まで改定交渉
つづけられ， USWと大手4社とは新40カ月協約に合意する。その内容はつぎ
のとおり。①SUB支給については，勤続10年以上の被レイオフ者は最低104週
を保障され， 260週を限度として基金状況におうじて追加される。勤続10年末
満の者は 104週の受給資格があるが，支給は基金状況による。③鉄鋼・アルミ
式の勤続・年令合計65年を条件とする年金支給を被レイオフ者にも適用する。
⑧ CPI 65形調整の中止。④賃上げは， 40カ月間に時間当り計97セント~1ドル
23セント（アメリカ製缶）程度。ただし延長協定による 3月1日遡及実施分23
セントもそれに含まれる。⑤生計費調整は鉄鋼・アルミとおなじ算式によるが
基本給組入れはアルミとおなじ19)0 
1980年 〔アルミ〕 USWおよびアルミ労働組合と大手3社との5月協約は，一般賃上
げとして初年度時間当り 25セン•卜，次年度20セント，最終年度15セントを定め
る。生計費調整は， 6月に31セントの四半期調整をうけ，最終年度より調整方
式が CPI上昇0.26ボイントにつき時間当り 1セントと修正される点が，鉄鋼
と異なる。その他の休暇・給付の諸改善をも定める20¥
1983年 〔アルミ〕 5月USWとアルミ大手3社とは協約改定をおこなう。すでに前年
9月から経営側の要請で話し合いをおこなってきた結果。その内容はっぎのと
おり。①賃上げは定めない。②生計費の四半期調整は CPI上昇1.5%を限度と
し，最初の2年は 0.3ボイントにつき 1セント，最終年は0.26ボイントにつき
1セントの調整をおこなう（前協定は， 0.26ボイントにつき 1セントで上限な
しの調整を定める）。③休暇延長は従来の勤続5年に代えて7年を単位とする。
④休暇を夏以外にとる場合の休暇ボーナスの中止。⑥有給休暇個別取得制（前
回交渉による）の廃止など。
19) Monthly Labor Review, February 1978, pp. 26~27, 27~28. 
20) Monthly Labor Review, August 1980, pp. 49~50. 
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アルミ労働組合も USWと同型の協約に同意するが，ただし新しい「医療費
償還勘定」の設置に同意する。これは医療の低廉化をめざすもので，会社は各
従業員に700ドルのクレジット勘定を与えて各人の医療費の支払にあてること
とし，年末の各人勘定残高を各人に与えるもの21)。
(3) 自動車
1960年 団体交渉を離れた労使の定期会談を促進したいとのアイゼンハウアーの要望か
ら協議のための委員会が設けられるが，事態の進展はなく，大統領は労使定期
会談を再提案する。それをうけた全米自動車労働組合 (theUnited Auto-
Workers, 略して UAW)の会長ルーサーは，その具体策として恒久的な自動
車産業合同労使会議の設立を提案するが，会社側はこれを拒否する22)。
1961年 .9月1日から10月1日にかけて UAWのフォードおよびゼネラル・モーター
ズヘのストライキがおこなわれるが，この年最高の争議。協約改定交渉の結果，
補足失業手当 (SUB)プログラムが改正され，給付期間の延長（最高限度は倍
加されて1年）， 支給限度額の引上げ（従来の週30ドルに代り週40ド］はおよび
扶養家族4人まで1人当り 1ドル50セントの加算）， 就労低下時への拡大適用
（予期しない理由で就労時間が週40時間を下まわること 1時間につき所定内賃
率の50%,予定された場合にはその65%が支払われる）などが定められる。そ
の他の改善としては年金引上げ（勤続1年につき月 2ドル80セント）， 離職手
当引上げ (25彩増）， 50マイル以上遠隔の事業所への人事異動にたいする異動
手当 (55~580ドル）の支給などがある。
なおクライスラーは，年初の大なるレイオフにより SUB基金枯渇の恐れが
生じ，賃上げ原資より時間当り 5セント相当分が基金にふりむけられる23)。
1964年協約改定の予備交渉は前年末より始まったが， 9月9日まずクライスラーとの
間に3カ年協約が成立する。その主眼は年金改善にあり，すなわち①勤続10年
の65オ退職者にたいする通常の年金の％以上の増額，③早期退職者の年金額は
月額上限400ドルないし過去の月収賃金のw彩のいずれか少ない金額とする，
21) Monthly Labor Review, January 1984, p. 35; August 1983, p. 36. 
22) Monthly Labor Rev細， January1961, p. 2. ・ ・ 
23) Monthly Labor Rev如， January1962, p. 2; November 1961, p. 1245; December 
1961, pp. 137,.:.,1378. 
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③自己都合退職者の年金受給条件は年令と勤続との合計が85年であること，④
労働不能ないし会社都合による退職者の年金給付は自己都合退職者のそれを上
まわる，などというもの。その他の改善としては，生産性による賃金改定係数
の引上げ (2.5%から2.8彩へ），休日 2日分および休暇1週間分の追加， など
があげられる。いずれにせよ今回の協約は時間当り54セントの価値ありとされ
る。
ゼネラル・モーターズ，フォード，アメリカン・モーターズは，若干のスト
ライキをともなったが，同様の内容で妥結する。
今回の協約は1961年協約に比して4.7彩~5.0彩コスト・アップとなる様子m。
1967年 この年の UAWの標的はフォードであったが， UAWの最近の交渉テーマで
あった下請発注問題をめぐってまず紛争が生じる。すなわち2月オハイオ州マ
ンスフィールドの部品工場で2,700人の山猫ストライキ (9日間）があり，ゼ
ネラル・モーターズの他の174,000人の労働者の作業を事実上ストップさせる。
通常の苦情手続にゆだねるとの協定によりストライキは止むが， 3月には第2
回目のストライキが生じ，遂に UAWはマンスフィールドのローカル組合を
直接管理下におく。 9月になって安定がとりもどされる。
9月の労働記念日直後フォードの16万人の労働者がストライキに入り，デッ
ド・ロック状態が7週間つづく。 UAWの要求は，生産性果実への分け前と実質
所得の回復であり，さらには熟練賃金の他との格差維持，熟練作業の下請化制
限，年間所得保障，生計費エスカレータ一条項の維持，年金その他付加給付の
改善などといったところ。前年(1966年）の UAW規約改正により熟練層にた
いして協約拒否権の与えられたことが， UAW執行部に強い交渉をうながす。
10月 UAWとフォードとの新3カ年協約について合意がなる。その内容は，
3年間に時間当り計90セントの給与引上げ， 年金増額， SUB改善（通常の所
得の 62%保障を 95彩保障とする），生計費調整（初年度はなく，次年度•最終
年度についてのみ時間当り 8セントを上限としておこなう），米加両国の自動
車賃金のパリティ確立などにわたる。 11月 UAWは同協約を批准し，またク
ライスラーとも同様の協約をむすぶ25)。
24) MonthりLaborReview, December 1964, pp. 1386~1387; November 1964, pp~ 
1306~1308 .. 
25) Monthly Labor R印iew,December 1967, p. 5. 
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1970年 4月 UAW大会は，今回の交渉目標として①大幅賃上げ，③前回交渉で認め
た制限付エスカレーターによる損失分（時間当り25セント）の回復，③無制限
エスカレーター，④年令を問わず勤続30年以上の退職者にたいする月額最低
500ドルの年金，⑥時間外労働にたいする労働者の拒否権などを掲げる。
5月9日1レー サー が事故死し， 2週間後にウッドコック副会長が会長に選ば
れる。
UAWは， 9月~11月の長期ストライキののちゼネラル・モーターズとの間
で新3カ年協約について合意に達し，一般組合員は1月下旬に同協約を批准す
る。ここに UAWがゼネラル・モーターズを標的としてきた最初の時代（約
¼世紀）は終る。同協定の内容は，初年度時間当り 51セントの平均賃上げ，
1971年12月以降の無制限エスカレーター，勤続30年の年金受給退職年令58オ
0年後は56オ）など。
12月初フォードとも同様の協定に達する26)。
1972年 ゼネラル・モーターズのオハイオ州ノアウッド工場で174日のストライキがお
こなわれる。 UAWの意図は，組立ラインのスピード・アップの中止と解雇・
レイオフされた労働者の復職にあり，またストライキ突入の契機は，部門合併
による 400人のレイオフにたいする抗議のストライキがあり，その処分として
のレイオフがさらに実施されたことにある。争謡は解決したものの， UAWは
1973年型の自動車生産については生産基準を新たにとりあげると警告し，新型
登場とともに10月および1月に多数のゼネラル・モーターズ工場でストライキ
が生じる27)。
1973年 UAWは今回の協約改定交渉でクライスラーを標的とする（クライスラーが標
的とされた最後の年は1964年）。組合要求は，協約初年度3%以上の賃上げ，
その後年々の賃金改定， 生計費条項の改定，年金改定， 安全問題への組合参
加，時間外労働の任意性など。 9月下旬，短いストライキののちクライスラー
争鏃は解決する。
クライスラー協約はつぎのとおり。賃上げは初年度3彩に時間当り12セント
26) Monthly Labor Review, January 1971, p. 8; December 1970, pp. 51~52. 
27) Monthly Labor Review, January 1973, p. 2. ただし一般には2月に始まったオハ
イオ州ローズタウン争議 (3週間）がローズクウン・シンドロームの名をつうじて知
られる。
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の加算，次年度•最終年度はそれぞれ3%とする。生計費条項の制限は緩和さ
れる。年金受給資格は30年勤続を条件として退職年令は問わない。医療・補足
失業給付は改善され，歯科治療保険は会社負担とする；労使双方による職場の
安全点検を毎週おこない，安全争議の解決手続を定める。なお最大の争点だっ
た時間外労働の任意性については，会社は時間外労働は需要の変動への対応上
不可欠であり，その任意性論誰は経営権の侵害だとして反対したが，最終的に
は時間外労働に制限を設ける (1日の労働時間は所定時間をふくめて9時間以
内；日曜出勤はなし；土曜出勤は3回目は拒否できる）ことで妥協が成立する。
フォードとゼネラル・モーターズも同様の線で妥結する。ただし時間外規制
は若干異なり，たとえばフォードの場合，組立工場では1日10時間だが土曜出
勤は年間6日でよいとされる28)。
1975年 自動車不況は深刻化する。国産車販売台数は前年より低下をつづけ，自動車メ
ーカーのリベート政策で年初に若干の好転をみるが， 9月までは720万台で1973
年の 960万台を大きく下まわる。一方輸入車販売台数の総販売台数にしめる比
率は， 19'74年の16%から1975年の18~21%(最初の9カ月）に上昇する。この
ため自動車産業の失業率は2桁をしめし，とくに前年12月とこの年1月は20彩
を上まわる。失業給付は公的・補足の両者を合算して手取り収入の95%に達す
るというものの， SUB基金の枯渇がみられる（クライスラー， ゼネラル・モ
ターー ズ）29)。
1976年今回の標的はフォードとされ，協約期限満了の9月14日にフォードのUAWメ
ンバー 17万人がストライキに入る。交渉は難航したが，全社レベルの問題につ
いては10月5日，ローカルの問題については11月1日それぞれ合意に達する。
フォード協約の内容はつぎのとおり。①現行の定休日 (regularholidays) 
に加えて勤続1年をこえる者に個別取得 (personal)休日を計12日（協約次年
度5日，最終年度7日）与える。協約期間中の定休日を別に1日(1978年7月
3日）ふやす。なお今回の協約期間内の休日数は37日とされ，前回の40日を下
まわるが，それはクリスマスから元旦までの間に有給休日を取得せしめる条項
のため。 @SUB基金の枯渇による支払停止の可能性をなくすため会社はその
拠出額をふやす。③協約期間内の一般賃上げ累計は最下位職務の時間当り66セ
28) Monthly Labor Review, January 1974, pp. 14~15; November 1973, pp. 69~71. 
29) Monthly Labor Review, January 1976, p. 7. 
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ントから最高職務の 1ドル6セントの範囲にわたる（前回は45.5セント~81セ
ント）。熟練層には20~25セントの上積みがおこなわれる。エスカレータ一条
項は従来どおりで， CPI上昇0.5ボイントにつき時間当り 1セントの調整がお
こなわれる。④退職者への一時金ボーナスの支給 (1976年9月15日までの勤続
30年をこえる退職者にたいして1978年1月1日に600ドルを限度として）。⑥熟
練職種作業の確保と同作業の外部委託にかんする事前協議。
クライスラーとは11月5日，ゼネラル・モーターズとは1月19日（ただし12
時間のストライキをへて）それぞれ妥結する。
ゼネラル・モーターズとの交渉では， UAWは，会社は南部の組織化を妨げ
る積極方針('、SouthernStrategy")をとっていると攻撃し，会社は，南部の
代表選定選挙における UAW敗北は従業員の意思の反映にすぎないと反論し
たが，会社は組合組織化を助長も妨害もしないということで合意30)。
1979年 UAWとゼネラル・モーターズ他とは9月新3カ年協約を結ぶ。それは，初年
度賃上げとして3彩に時間当り24セントの加算を即時実施し，さらに次年度と
最終年度にそれぞれ3彩の改定をおこなうことを定める。生計費調整(COLA)
条項は， CPI上昇0.26ボイントにつき時間当り 1セントの調整を定めるが，
COLA原資から時間当り14セントの一般賃上げ原資への転用を認める。なお他
の重要問題たる休日については，個別取得しうる定休日以外の休日数は，前回
の12日から26日（協約期間をつうじて）まで増加させられる。これは週4日労
働制への道を開くものともされるが，同時に他の有給タイム・オフと結びつい
てレイオフを緩和する傾向にある。
一方政府の賃金物価安定審議会は，ゼネラル・モークーズとフォード両社の
対 UAW協約がガイドライン（年7劣，特別の場合8%)に反するおそれが
あると指摘する。すなわち協約期間内の累計賃上げは低く見積ってもガイドラ
イン (22.5彩）を数ボイント上まわると。ゼネラル・モーターズは自動車の価
麟制に合意し，やっと同社の協約は審議会に承認されるが，フォードと審議
会との話合いは翌1980年に入りこむ。なおクライスラーの協約は審議会の問題
とはならなかったが，同社再建の連邦援助をうけるためコスト節減の立場から
再交渉がおこなわれ，翌年にいたる31)。
30) Monthly Labor Review, January 1977, pp. 28~29; December 1976, pp. ・53~54. 
31) Monthly Labor Review, February 1980, pp. 14, 15, 13; November 1979, pp. 58~59. 
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1980年 1月， 前記のとおりクライスラー労使は， 1979年12月成立の連邦融資保証法
（同社の借入れについて15億ドルを限度に連邦政府が返済を保証する）適用を
うくるための経費節減手段として2億4,300万ドル相当の組合譲歩（賃上げ延
期と個別取得休日17日分〔協定日数20日のうち〕の返上など）を協定し，前年
10月協約を修正する。
6月フォードと UAWは，自動車不況の主原因は外国車の輸入にあり， 大
統領による外国車輸入割当と関税実施が必要であるとの判断を国際貿易委員会
に申請する。これにたいする委員会の判断 (11月）は，一般的なリセション，
高利子率，不充分な小型車生産こそが主原因というもの。
7月カーター大統領は自動車産業救済プランを発表する。その内容は，労働
安全衛生および環境保護のための規制の緩和，ディーラーのための資金確保，
自動車不況の影響をうけた地域への連邦援助，政府・労..使の3者よりなる自
動車産業委員会の設置をふくむもの。
アメリカン・モーターズは，大手3社よりおくれてこの年妥結。同社の妥結
内容はゼネラル・モーターズやフォードを下まわるが，それは最近の慣例。そ
の組合譲歩の内容は，① COLA原資14セント相当分の一般賃上げへの即時転
用（大手3社は将来段階的），②COLA計算の基礎データとしての労働統計局
CPIの利用（大手3社は米・加両国の数字を綜合する）など32)0 
1981年 自動車の協約改定は翌1982年であるが，クライスラーでは企業再建のために労
使交渉の結果組合譲歩が合意され，またゼネラル・モーターズ，フォード，アメ
リカン・モーターズの3社においても，外国企業およびクライスラーとの競争
上労働コスト削減の必要があるとして協約再交渉が組合に求められ， UAWは
3社の経営状況がクライスラーより良好なことを理由に一旦は拒否するが，結
局は翌年の協約改定交渉を例年より早めて年内におこなうことに同意する。
クライスラーは，すでに2回 (1979年1月と1980年1月）にわたって計4億
4,600万ドル相当の組合譲歩をえてきたが， さらに連邦融資保証法により 4億
ドルの保証を申請するため，，前年12月UAWにたいし一層の譲歩をもとめる。
破産寸前との同社会長アイオコッカの声明もあって， UAWは6億2,200万ド
ル相当の譲歩に同意する。なおその後クライスラー再建のためとしてフォード
32) Monthly Labor Review, January 1981, pp. 15, 18; March 1980, p. 56; September 
1980, pp. 59~60; December 1980, p. 67. 
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との合併話がもち上るが，フォード側はこれを拒否する。
フォードについては，鉄鋼製造部門（ミシガン州デイヤボーン）の賃金収入
時間当り86セントの切下げが合意される。またミシガン州の若干の事業所やク
リープランドの圧断工場では労働規則の改定（時間外労働のスケジュール化な
ど）が合意され，これにより一部では東洋工業（株式の25彩をフォードが所有）
よりも安値で変速機の生産が可能と期待される。
ゼネラル・モーターズについては，ニュージャージー州のベアリング工場の
閉鎖が計画されたが，従業員による工場買収と報酬の25彩カットの同意によっ
て閉鎖は回避される33)。
1982年協約改定交渉を例年より早めるとの前年の合意により， 1981年おそくゼネラ
ル・モーターズ労使の交渉が始まり，組合譲歩を機に値下げを実施すべきだと
の組合提案は認められるが，その値下げ実施の方法，職務保障，下請発注問題
（外国企業をふくむ）をめぐって交渉まとまらず中断 (1月）。
フォードの交渉は順調で， 2月半ば協約に達する。その内容は，一般賃上げ
はおこなわず，生計費調整は維持するが，減額（第1~第3四半期についてそ
れぞれ時間当り 2セント）と18カ月間の実施繰り延べをおこない，かつ新規採
用者の昇給の延伸や個別取得休日の廃止をおこなうというもの。ただし組合要
求もとり入れ，同協約は，外部調達に起因する事業所閉鎖のモラトリウム (2
年間）．レイオフよりは欠員不補充(attrition)による雇用調整などを定める。
なお協約は，勤続15年以上の被レイオフ者を対象とする継続的所得保障制度
(the Guaranteed Income Stream)を採用し，退職年令 (62オ）までの終身
所得保障をめざすとともに，労使協調のための協議機関として相互成長フォラ
ム (MutualGrowth Forums)を設ける。同フォラムは，経営の決定にたい
する労働者の発言権を与えるもので， UAWのフォード責任者はフォード重役
会で年2回発言の機会を与えられる。
ゼネラル・モーターズと UAWとは， 前記フォード協定に促されて交渉を
再開し，妥結にいたる。その内容は，①最近閉鎖した6事業所中4つを再開す
る，③継続的所得保障制度は勤続10年の者をも対象とする，などの特徴はある
が，基本的にはフォード9と類似したもの。
33) Monthly Labor Review, January 1982, pp. 21~22; March 1981, p. 73; May 1981, 
p. 60. 
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その後 UAWはアメリカン・モーターズと交渉し， 5月協約を結ぶ。賃上
げと生計費調整の繰り延べにより，また1984年末までの21日分の休日・休暇の
放棄により浮いた1億1,000万ドルを会社に貸しつけ，会社は年利10彩でその
元利を償還することが定められる。
ついで UAWはクライスラーと交渉し， 9月暫定協約を結ぶ。同協約は，
過去3回の譲歩の結果生じた他の大手2社との賃金格差（時間当り推定2ドル
60セント）の縮小をめざす組合要求に応えたものだが，一般組合員は，即時賃
上げが認められていないとの理由でそれを拒否する。交渉は再開されたが， 12
月初にやっと13カ月協約が成立する。その内容は，時間当り75セントの即時賃
上げ，生計費調整の復活，生涯職務保障プランの採用を定めたもの34)0 
1983年 日本の自動車メーカーは，数力月の交渉ののち自主規制の延長に同意するが，
規制台数は引上げられる (1984年4月1日から12カ月間の規制台数は 168万台
から185万台へ）。トヨタはゼネラル・モーターズとの合弁事業としてカリフォ
ルニアの同社工場での小型車生産にふみきる。クライスラーとフォードは，両
社の競争力を弱めるとしてこれを批判。
7月クライスラーは，次期協約として協約期間 (26ヶ月）内の時間当り計1
ドル41セントの賃上げを提案するが， UAWは，他の大手2社との格差を埋め
るのになお1ドル不足するとして拒杏し，さらに生計費調整や健康保険経費節
減にかんして要求をおこなう。 9月労使の合意なり， 1985年10月14日を終期と
する26カ月協約が成立する。その内容は協約期間内に2ドル42セントの賃上げ
をおこない，生計費調整は他の大手2社と同方式（米・加両国 CPIの綜合指
数0.26ボイント上昇につき時間当り 1セント）とし，年金・健康保険給付も 2
段階（本年と翌年の各9月）で前記2社の水準までひき上げるというもの。
米国フォルクスワーゲンは，前年の売上げ低下と赤字計上という状況のもと
で UAWと交渉。 3カ年協約が成立するが，その内容は，賃上げは定めない
が，生計費調整は修正して（最初の2カ年は年1回，最終年度は四半期ごと）
継続し，その他 SUB雇主負担の増額，下請発注規制，職務保障などにかんす
る規定をふくむ。
フォードのリバー・ルージュ工場（ミシガン州デイヤボーン）でぱ，鉄鋼部
34) Monthly Labor R函ew,January 1983, p. 29; February 1982, p. 47 ; April 1982, 
pp. 62~64; May 1982; pp. 59~60; July 1982, p. 54; February 1983, p. 46. 
97 
784 隅西大學『純清論集j第34巻第5号 (1984年1月）
門ですでに (1981年）組合譲歩として賃下げが合意されたが，この年会社は鉄
鋼分野からの撤退プランの撤回に合意し，かつ逆にその近代化に 2億ドルを投
資すると発表35¥
(4) 航空宇宙
1962年航空宇宙交渉の最大の問題は組合保障。まずダグラス航空機会社は国際機械工
組合 (theInternational Association of Machinists, 略してIAM)および
全米自動車労働組合(UAW)との間で3カ年協約に署名し，ェイジェンシー・
ショップに合意する (7月16日）。その他の諸社では交渉決裂し， 大統領の任
命した特別委員会はユニオン・ショップにかんする従業員投票を提案する。そ
れに基きノース・アメリカン，ライアン，ゼネラル・ダイナミック・コンベア
では基本協約が結ばれ，各交渉単位で投票の結果ユニオン・ショップが支持さ
れる (9月）。ボーイングは2カ月の調査検討ののち投票をおこない， やはり
ユニオン・ショップ支持の結果をえる。ただロッキードについては投票がおこ
なわれず， 1月ストライキが発生したため，タフト・ハートレー法が発動され
る36¥
1965年 ボーイング社は !AMにたいしパーフォーマンス分析制度を提唱するが， !AM
は，それは情実を助長し，先任権を奪い，賃金を押し下げるものとして反対し
19日間のストライキ (9月16日より）に突入。結局労使双方は，同制度の決定
を延期してその代替制度を半年以内につくることとし，他の点についてはダグ
ラス社が UAWおよぴ !AMと結んだ8月協約に倣い， 3年間に時間当り計
24セントの賃上げ，保健・年金フ゜ラン適用範囲の改善などで妥結する37)0 
1968年 ダグラス社は !AMとUAWとの間で， 7月6形賃上げ，生計費条項修正，
有給休暇1日(10日目）追加について合意。ロッキードも !AMとの間で同条
件。ややおくれて 9月ボーイングも同様の給付改定をおこなう。
ダグラス社のセント・ルイス工場では代表選定事件が生じる。すなわち !AM
は， UAWおよぴ航空宇宙産業専門技術者組合（無所属）からの挑戦をうけ，
35) Monthly Labor Review, January 1984, pp. 38~39; April 1983, p. 41; October 
1983, pp. 37~38; June 1983, p. 45. 
36) Monthly Labor Review, January 1963, pp. 17, 68; September 1962, p. 1034; 
November 1962, pp. 1281~1282; December 1962, pp. 1401~1402. 
37) Monthly Labor Review, December 1965, p.1418; September 1965, pp.1111~1112. 
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UAWは9月選挙で敗れるが， 10月選挙では !AMと第3の組合とは同数得票
となる。 1カ月後の決戦投票で 1AMが代表権を維持38)。
1971年連邦上下両院は， ロッキード航空機会社にたいする融資にかんして2億5,000
万ドルを限度とする連邦保証を与える法案を僅少差で通過させる。同社は防衛
生産がコスト超過となり，銀行グループ (30行）は政府保証を求め，また防衛
生産の重要性と失業発生防止を説く声も大きかったことが，前記法案通過の背
景39)。
1972年 前年おそくノース・アメリカン・ロックウェル社は， UAWとの間に34カ月協
約を結ぶ。他社もそれに倣う。ニクソン所得政策下の給与委員会は，航空宇宙
諸協約の初年度賃上げ推定12彩が基準の5.5形を超えるとして拒否し， 8.3%以
内での当事者の再交渉を勧告する(1月）。同委員会は，初年度賃上げ時間当り
51セントを34セントにとどめ，残額は次年度まわしとすることを提案。組合側
(UAWと1AM)は， 34セントは旧協約の生計費条項による「旧賃上げ」に
すぎないと反論。組合は法廷で争い， 7月連邦地裁は， 34セントをのぞく16~
17セントの「新賃上げ」が給与委員会の審査対象となると判断。政府は給与委
員会に代って地裁判断をさらに上級審で争う40)。
1977年 国際機械工航空宇宙労働者組合 (IAMAW)のボーイングおよびロッキードに
たいするストライキ突入 (10月）により，航空宇宙の交渉ラウンド始まる。ボ
ーイングは11月，ロッキードは12月に解決する。
ボーイング3カ年協約は，初年度6.9%,次年度•最終年度各 396の賃上げ，
四半期毎の生計費調整条項の維持．有給休暇の改善，年金その他諸給付改善な
どを内容とするが，組合保障にかんしては，組合員資格離脱期間が従来の雇入
れ1年目からの10日間にかわり協約満了日 (1980年10月3日）からの10日間に
変更される。
ロッキード 3 カ年協約は，初年度 6彩，次年度•最終年度各3%の賃上げ，
四半期毎の生計費調整の継続などを定めるが，とくに争われた先任権について
38) Monthly Labor Rゅiew,January 1969, pp. 15, 15~16; October 1968, p. 67; Dec-
ember 1968, pp. 55~56. 
39) Monthly Labor Review, January 1972, p. 2. 
40) Monthly Labor Review, January 1973, pp. 20~21 ; February 1972, p. 78; April 
1972, p. 57; October・1972, p. 72. 
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は，先任権による追出し(bumping)が過度の異動と不要経費 (2年間に1,500
万ドル）をもたらすとしてその是正を会社が求めたのにたいし，労使双方は，
当該職務のロケーションに応じた措置をとるとの双互譲歩によって妥結する。
ユーナイティド・テクノロジ．一社と IAMとは，航空宇宙のパターンとは外
れる5カ年協約を結ぶ。その内容は，賃上げは初年度6.%,次年度・次々年度
各3彩とし，半年毎の生計費調整は継続するが，調整には上限を設定し，最後
の2年間については，生計費調整の方法をふくめて賃金にかんする再交渉をお
こなうというもの。また年金フ゜ランは従来の拠出制を全額会社負担方式とし，
既拠出分はこれを返還するとされる41)。
1980年 IAMとボーィングとの3カ年協約が成立する。その内容は， 初年度7彩，次
年度•最終年度各 3.%の基本賃率改定， CPI 上昇年率10.% との推定による生計
費調整，その他諸給付改定にわたるもので，協約期間内の賃金・給付パッケー
ジの改善は39.%(時間当り 3ドル85セント引上げ）と推定される。これ航空宇
宙のパターンとなる42)。
1983年 この年 IAMとUAWとは，国防受注による各社の高利潤を想定して協約改
定交渉に入るが，国防省は各社に労務費削減の圧力を加える。
まず IAMとボーイングとの新3カ年協約が成立する。それによれば，基本
賃率改定を特記しないが生計費調整の前払いの形で年3彩の賃上げがおこなわ
れる。その前払い分は年3回の四半期生計費調整額と相殺される。ただし過去
の生計費調整（一律賃金改定）が熟練・不熟練格差を縮小させたことに照らし
前記前払いは，低賃金層は初年度のみとし，次年度•最終年度にはおこなわれ
ない。また年間給与の3.%の一時金が毎年12月に従業員に支払われる。他の協
約条項としては，新技術条項（従業員の自主技能訓練費の会社負担）， 年金給
付改定などがあげられる。
- -IAMとロッキードの協約は，ボーイングと似るがやや異なる。すなわち①
生計費調整の前払いはしない，R年間給与の396の一時金は，最終年度にかぎ
り3彩の基本賃率改定に代える，③従業員貯蓄プランの投資限度額引上げと同
プランヘの会社拠出の増額，④低賃金職務の新規採用者の給与引下げなど。
IAMとダグラスとの協約は，賃金条件はボーイング並だが，年金・訓練な
41) Monthly Labor Review, February 1978, p. 30; January 1978, p. 41. 
42) Monthly Labor Review, January 1981, p. 19; December 1980, pp. 66~67. ― 
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どについてはしからず。だが組合員は同協約を承認する。ただし UAWの代
表する 3、1-1のダグラス工場の7,000人は， 10月17日ストライキに突入する43)0 
(5) 電機
1960年国際電気労働者組合 (theInternational Union of Electrical Workers, 略
してIUE)はゼネラル・エレクトリックにたいする 3週間のストライキののち
10月妥結。その 3・カ年協約の内容は， 3形賃上げと若干の選択 (1形追加賃上
げまたは休日・休暇追加のいずれが）， レイオフ給付（勤続3年以上のものに
勤続1年につき 1週間分の賃金）その他。
ウェスチングハウスにたいしては， IUEはストライキなしで 10月妥結。そ
の内容 (3カ年協約）は， 10月および翌々年4月の 2回にわたる賃上げ（時間
当り 4~10セント），休日・休暇の追加，医療給付の改定その他。
統一電気・ラジオ・機械労働者組合 (theUnited Electrical, Radio and 
Machine Workers, 略して UE)は， IUEと同条件で前記2社と妥結。
なおいずれの協定もエスカレータ一条項が外される44¥
1963年 この年の協約改定交渉は円満に終了する。 9月ゼネラル・エレクトリック社と
IUEは新3カ年協約を結ぶ。その内容は， 9月23日に第1回賃上げ（賃金・付
加給付の配分にかんする各ローカルの選択により賃上げ率は2.1~3.1形），1965
年4月に第2回賃上げ (IUE組合員全員に2.596), その他休暇等の改善をおこ
なうというもの。 10月には IUEとウェスチングハウス社との協約が成立する
（即時時間当り 6½ セントの賃上げ， 1965年4月7セント賃上げ，その他）45) 0 
1966年 10月 IUEは，他の10組合を同席させてゼネラル・エレクトリックと交渉をお
こない，時間当り51セント (59'る以上の賃上げと評価され，生計費調整が加わ
れば，それを超えうる）の 3カ年協約をえる。なおローカル・レベルの問題は，
個別組合ごとに交渉される。 UEも類似の協定を結ぶ。
おなじく 10月ウェスチングハウスも，ゼネラル・エレクトリックのそれに匹
敵する協約（協約期間中6回の賃上げ，付加給付等の改善など）を IUEとの
43) Monthly Labor Review, January 1984, pp. 39~40; December 1983, p. 5. 
44) Monthly Labor Review, January 1961, pp. 21, 20; December 1960, p. 1321. 
45) Monthly Labor Review, December 1963, pp. 1401~1402; November 1963, p. 
1328; December 1963, p. 1449. 
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間に結ぶ。
正式の承認された交渉代表（全国レベル）は IUEのみであるが，以上のよ
うに IUE交渉委員会のメンバーに他の10組合代表も入り，交渉単位は11組合
を擁することとなり， ここに AFL-CIO産別組合部の優先プロジェクトたる
複数組合交渉 (multi-unionbargaining)が実現する46¥
1969年春 (3月），電機産業に縄張りをもっ AFL-CIO系10組合が，ゼネラル・エレ
クトリックとウェスチングハウスにたいし，前回 (1966年）についで2回目の
複数組合連合交渉 (co-ordinatedbargaining)プラン作製のために会する。
すでに前年10月全国労働関係委員会 (NLRB)は，調墜的 (co-ordinated)目
的のためなら1組合の交渉委員会のなかに他組合代表をふくめてよいとの判断
をしめしており，それをうけて前記10組合は，当プランの目的は NLRBの認
める連合 (co-ordinated)交渉であり，その認めぬ複数組合一体交渉(multi-
union or joint bargaining)ではないことを強調する。
10月26日の協約期限を目標に IUEは，他の14組合の参加をえてゼネラル・
エレクトリックと交渉を開始する。 10月26日スト突入。組合要求（初年度35セ
ント， 次年度30セント，最終年度25セントの時間賃上げその他）と会社回答
（初年度25セント，以後はその都度交渉）との開きが大きく，さらに会社の一
発回答主義 (Boulwarism)打破という組合意図もあり，交渉は翌年にもちこ
す。なお NLRBは，いわゆる Boulwarismは誠意ある交渉ではないとの判
断をすでに (1965年）しめしている47)0 
1970年前年10月末に始まったゼネラル・エレクトリックにたいする14組合の連合スト
ライキは， IUEおよび UEと他の4組合が1月に妥結したことにより終了。残
る8組合は個別に妥結する。 1月協約の内容は， 23セントの即時賃上げと以後
毎年15セントの賃上げその他を定めたもの。それが会社の 1次回答を上まわる
ものであるにせよ，これによって Boulwarismの打倒が成功したかどうかは
，意見の分れるところ48)。
1973年 6月初 IUEとUEとはゼネラル・エレクトリックとの間に新全国協約（協約
46) Monthly Labor Review, December 1966, pp. 1359, 1360, 1395~1396; November 
1966, pp. 1276~1277. 
47) Monthly Labor Review, January 1970, p. 37; December 1969, p. 71. 
48) Monthly Labor Review, January 1971, p. 8; March 1970, p. 65. 
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期間37カ月間に計88セントの賃上げその他）を結ぶ。その内容は初年度30セン
ト，次年度30セント，最終年度28セントの賃上げ•生計費調整， 62オ定年制，
有給・療養各休暇の改善など。前回 (1970年）協約よりもすぐれたものだが，
122日のストライキがそのために実施されたのであって， これは同社の一発回
答方式 (Boulwarism)の死を意味する。 なお同月おそくウェスチングハウス
も同一条件で妥結49)。
1976年 ゼネラル・エレクトリックとウェスチングハウスの今回の協約改定 (6月）は
自動車運送のそれに倣っており，その内容はつぎのとおり。①賃上げ（初年度
時間当り 60セント，次年度•最終年度25セントもしくは 4%, 熟練層への5~
50セント上積み），②生計費調整 (CPI上昇0.3ボイントにつき 1セント，ただ
し前協約に定められた上限は撤廃），③有給休暇， レイオフ手当の改善など50)。
1979年 ゼネラル・エレクトリックとウェスチングハウスの新協約の内容は，基本賃率
の引上げが協約期間内に計82.5セント，生計費調整は CPI上昇0.2ボイント
につき 1セントの半年毎の調整というもの（前協約は0.3ボイントの年調整）。
なおゼネラル・エレクトリックは従業員の年金拠出率を引上げたが，無拠出制
のウェスチングハウスは拠出制移行を求め， 6週間のストライキをまねいたた
め，その要求は撤回。ただし後者の給付率改善は前者のそれには至らない51)0
1982年 ゼネラル・エレクトリック社は，国際競争力を高めるための労使関係安定上，
前回協約を上まわる賃金・給付パッケージを与え，かつ労働側 (13組合）の不
安に応えて職務保障条項を定める。具体的には， 1982年6月に7%の一般賃上
げと格差縮小の是正（稼得階級別の時間当り 2~6セントの調整）， 1983年およ
び1984年の各6月に3%の賃上げをおこなうことを定め， また生計費調整は
1983年6月からは CPI上昇0.175ポイントにつき 1セントと修正される。また
配転もしくは機械蒋入による低賃率職務への異動者は， 26週間は前給与を保証
される。なおウェスチングハウス社はこれに倣うが， 年金についてはゼネラ
ル・エレクトリック並の拠出制への移行をおこなう 52)。
49) Monthly Labor Review, January 1974, pp. 13~14; August 1973, pp. 86~87. 
50) Monthly Labor Review, January 1977, p. 31; September 1976, pp. 55~56. 
51) Monthly Labor Review, September 1979, p. 61 ; November 1979, p. 60; February 
1980, pp. 14, 15. 
52) Monthly Labor Review, September 1982, pp. 44~45: January 1983, pp. 3. 
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(6) ゴム
1965年統ーゴム労働者組合 (theUnited Rubber Workers, 略して URW)とグッ
ドリチ，ファイヤストン，グッドイヤー3社との 2カ年協約締結される(4月）。
その内容は， 期間内に時間当り計16.5セントの賃上げ， 有給休暇1日(9日
目）および勤続25年以上のものへの休暇1週（第5週目）の追加，補足失業手
当増額など53)。
1967年組合は，グッドイヤー，ファイヤストン，ュニロイヤル，グッドリチ，ゼネラ
ルの5社にたいし賃上げ，熟練層への上積み，タイヤ以外のゴム労働者との賃
金差別撤廃，完全雇用収入プログラム（レイオフ中の完全収入確保）などを求
めて3月より交渉に入る。協約期限切れの翌日 (4月22日）よりゴム産業史上
の最長ストライキ (3カ月以上）がおこなわれ， 7月妥結する。その内容は，
初年度と次年度時間当り15セント，最終年度13セント，熟練上積みとして初年
度10セントの賃上げをおこない，また年金・休暇•生命保険・医療その他の給
付改善をするとともに，完全雇用収入プログラムとして補足失業手当の引上げ
（稼得の65%保障から80彩保障へ）をおこなうというもの54)0 
1970年 グッドイヤーとの 6月協約は， 64日のストライキののち成立する。その内容は
3年間に時間当り82セントの賃上げ，熟練層への上積み，年金その他給付改善
有給休暇1日追加（計10日），生命保険金額の増額1,000ドルなど。グッドリチ
は39日のストライキののち前記パターンにしたがう。ファイヤストン，ュニロ
イヤル，ゼネラルもこれにしたがう55¥
1973年 4月グッドイヤー協約がストライキなしに成立する。内容は時間当り80.8セン
ト（初年度28.8セント，次年度28セント，最終年度24セント）の賃上げをおこ
なうというもの。 5月グッドリチ協約が3週間半のストライキののち成立する
が，それは賃上げは同ーパターンだが，退職給付ではグッドイヤーを上まわ
る。すなわちグッドイヤー協約では退職年金給付は勤続1年につき月額7ドル
75セントを8・ドル50セントに引上げ，がつ30年勤続の早期退職者(55オ~62オ）
への年金支給（ただし減額）をも定めるが，グッドリチのそれは，年金月額を
9ドル50セントに引上げ，早期退職者へも満額支給するというもの。 6月ユニ
53) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1416; Ju~e 1965, p. 693. 
54) Monthly Labor Review, December 1967, p. 4; September 1967, pp. 69~70. 
55) Monthly Labor Re成ew,January 1971, p. 8; August 1970, p. 78. 
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ロイヤルとファイヤストンもグッドリチと基本的におなじ解決をする。
以上のように他社がパターン設定企業の条件を上まわったため，パターン企
業（グッドイヤー）の協約条件ものちに改められる56)。
1976年 この年組合 (URW)は協約改定交渉にさいしてファイヤストン， ユニロイヤ
ル，グッドイヤー，グッドリチの4社にたいする同時ストライキを決定する。
この方式は， 1社を標的としてその妥結条件に他社を倣わせる従来方式からの
戦術転換だが，この転換は，自動車メーカーと政府によるタイヤ・メーカーへ
の早期解決圧力を期待してのもの。だが自動車メーカーはタイヤの大量ストッ
クを用意し，政府も不介入の態度をとり，また非スト参加者や末組織企業によ
るタイヤー生産が維持され， さらに前記4社以外の企業の URWメンバーの
執行部への反抗もあり，事態は予想と異なる。 9月前記4カ月ストライキがや
っと終り，従来ゴムの追従者だった食肉加工と電機がすでに解決ずみだったた
め，立場が逆になる。
URWの主たる交渉目標は，物価に追いつく賃上げと上限なしの生計費調整
であり，それは前回交渉ではニクソン所得政策によって賃上げが抑えられ，か
つ生計費条項も認められなかったため。最終妥結内容はっぎのとおり。 4社は
初年度時間当り 80セントの即時賃上げをするとともに，• ファイヤストン，グッ
ドリチ，ュニロイヤルの3社には企業間格差是正賃上げを認め，また4社には
次年度30セント，最終年度25セントの賃上げをおこなう。熟練層には初年度25
セント，次年度15セントの上積みをおこなう。生計費調整条項 (COLA)は新
設されるが，その内容は最初2年間は CPI変化0.4ボイントにつき時間当り 1
セント，最終年度は0.3ボイントにつき 1セントの調整をおこない，上限を設
けないというもの。なお他に年金その他給付の改善や安全衛生プログラムの強
化をはかる57)0 
1979年新3カ年ゴム協約 (4月発効）は，基本賃率改定として協約期間内に時間当り
計72セント，熟練層上積み40セント，エスカレーター調整として協約2年目よ
りCPI上昇0.26ボイントにつき時間当り 1セントの四半期調整をそれぞれ定
める。また URWは，組合組織化に干渉しないとの確約をうる（ただしグッ
56) Monthly Labor R函ew,January 1974, p. 13; June 1973, pp. 71~72; August 
1973, pp. 87~88. 
57) Monthly Labor R函ew,January 1977, pp. 30~31; October 1976, pp. 50~51. 
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ドイヤー をのぞく）。
なおカーター政権下の賃金物価安定審議会は，当初ゴム協約はガイドライン
(7彩）に抵触するとみるが，ガイドライン超過賃金部分は利潤抑制によって
相殺することに各社同意したため，これを認める58)。
1980年 ユニロイヤルは2工場を閉鎖し，さらに 1工場の閉鎖の可能性を発表する。ユ
ニロイヤルの URWメンバーは，賃金・諸給付の譲歩 (990万ドルの経費節減
と予想される）に同意。ただし利益率が4彩を超えれば，その一部は回復され
る。
ファイヤストンは7工場の閉鎖を発表。同社は四半期ごとの生計費調整をと
りやめる。
ダンロップ社のニューヨーク州バッファロ工場の URWメンバー は， 生計
費調整時間当り 1ドル5セントを放棄する59)0
1981年 ゴム産業は依然として困難な状況にあるが，その原因としては自動車の軽量化
とラジアル・タイヤー増大によるタイヤー耐用年数の長期化，燃料コスト上昇
による運転量の減少，工場設備の陳腐化があげられる。
組合譲歩はつぎのようである。
テネシー州メンフィスのファイヤストン工場で労働規則の変更がおこなわれ
る。すなわち職務の再編成（非刺激賃金労働者にとっては賃金低下となる），
職務習熟時の昇給の前提としての職務範囲の拡大，週7日操業制の採択など。
グッドイヤーのカンサス州トペカの工場では， URWの13のローカル組合が
譲歩を一且は拒否したのち認める。譲歩は労働規則の改定であり，そのひとつ
は時間内の週末勤務にたいする時間内賃金の支払（時間外支払の撤廃）60) 0 
1982年 URWは，賃金・諸給付の譲歩を拒否することを誓い，大体において成功を収
めるが， 1982年協約は前回 (1979年）ほどリベラルではなし。まず協約パター
ンとしての意味をもつグッドリチ協約は，基本賃率の引上げは定めないが，四
半期の生計費調整条項の維持，年金保険給付の改善などを定める。グッドイヤ
ーとファイヤストン，またユニロイヤルは前記パターンにしたがう。またゼネ
58) Monthly Labor Review, February 1980, pp. 14, 13; August 1979, p. 60. 
59) Monthly Labor Review, January 1981, p. 16; September 1980, p. 60. 
60) Monthly Labor Review, January 1982, pp. 25~26; March 1981, p. 74; .October 
1981, p. 49. 
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ラルと URWの協約は前記協約パターンより逸脱する。 このゼネラル3カ年
協約の目的のひとつは，熟練対不熟練格差を拡大し，熟練層を確保することに
ある。
この年事業所閉鎖はなおつづく。ファイヤストンは8月 URWにたいしテ
ネシー州メンフィス工場の閉鎖の予告をおこなう。 URWの譲歩（労働規則修
正）もタイヤーの需要減退には勝てなかったもの。また同社は， URWが日本
のブリヂストン（ファイヤストンのテネシー州ナッシュビル工場の買収に同意
ずみ，ただし URWとの円満協定化が条件）との協定を締結しえないなら，
ナッシュビル工場を閉鎖すると発表。なおゼネラル・タイヤーもアクロン工場
を閉鎖すると発表する。ただし同工場の労働者が1979年に応じた賃金カット総
額 (400万ドル）は返還される61)。
(7) 鉄道
1959年 9月非乗務系11組合および乗務系5組合が賃上げ要求をしたのにたいし， 11月
会社側は水増し雇用の中止などの6項目要求をだす。労使双方の鉄道労働法に
よる申請にもとづき政府の緊急調査委員会が介入する62)。
1960年 4月機関士への4彩賃上げ裁定および6月非乗務系への時間当り 5セント賃上
げ勧告により，乗務系の一部および非乗務系の賃金紛争は解決されるが，会社
の労働規則変更要求（走行距離による給与計算方式の変更，乗務区間の拡大，
火夫雇用問題など）は， 10月設置の大統領三者委員会(15名）に委ねられる63)0 
1961年政府の調整努力もあり，サザン・パシフィック鉄道と鉄道電信技手組合とは職
務保障協約（適正な人事異動により生じる欠員を前提として毎年2彩の職務削
減）を結ぶ64)0
1962年大統領三者委員会 (1960年設置）は2月に報告をだす。その結論は，乗務規則
の修正（不要職務の廃止など），給与制度の再検討， 前記修正と再検討のため
の規則運用・苦情処理手続の修正というもの。だが労使は合意に達せず， 8月
61) Monthly Labor Review, January 1983, p. 30; July 1982, p. 53; March 1982, p. 
47; December 1982, p. 47; June 1982, p. 65. 
62) Monthly Labor Review, Janua可 1960,p. 14. 
63) Monthly Labor Review, January 1961, pp. 1, 2; July 1960, p. 735; August 1960, 
p. 860; October 1960, p. 1092 ; December 1960, p. 1322. 
64) Monthly Labor Review, January 1962, pp. 1, 2. 
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鉄道側は労働規則の一方的修正（火夫の廃止）を宣言する。 1月，連邦控訴審
判決（鉄道による一方的労働規則変更権を認める）がだされるが，組合側は上
告する。
非乗務系1組合の賃金紛争にかんし 3月大統領の緊急調査委員会が任命さ
れ，同委員会の勧告の線（時間当り10.28セント賃上げ）で解決する。
小駅廃止にともなう電信係の処遇をめぐって，職務廃止とその事後対策につ
いて労使協約なる（シカゴ・ノース・ウェスタンとニューヨーク・セントラル）。
鉄道会社の単一交渉機関として全国鉄道労務会諮 (theNational Railway 
Labor Conference, 略して NRLC)が設置される65)o 
1963年鉄道側は重ねて4月を期しての労働規削の一方的変更（火夫4万人の休職扱い）
を発表。 4月大統領の緊急調査委員会の設置。 5月同委員会の勧告（貨物列車
と構内運行の火夫廃止その他）。その後事態の進展なく， 大統領は労使政策諮
問委員会 (1961年設置）の小委員会に意見をもとめ，小委員会はなお労使の対
立の存するを報告する。そこで大統領は，州際商業委員会への争議介入権限付
与を議会にもとめる。厳会の事情聴取を機に労使交渉再開されたが実らず，議
会は，争厳を仲裁委員会（各側2,公益3の計7名）に付託させる仲裁法を通
過させる。なおこの法律は 180日の時限立法だが，新しい争議解決の先例とな
る66)0
1964年 5月鉄道側は，前年の仲裁法による裁定（前年1月だされ，火夫職務3万縮小
その他をうたう）の実施にのりだす。
賃金紛争は乗務系・非乗務系をつうじ各緊急調査委員会の介入で解決す
る67)。
1965年機関士と制動手の2組合は，州完全乗務法の撤廃の代案として attrition(欠
員不補充）協約を交渉し，非乗務系5組合も職務保障協約に達する。すなわち
会社は，事業活動が1963年10月1日~1964年10月1日の平均水準を30日間5%
を超えて下まわらなければ，雇用を保障するものとし，また人員削減が必要と
65) Monthly Labor Review, January 1963, pp. 16~17; April 1962, pp. 430~431; 
December 1962, pp. 1407~1408. 
66) Monthly Lr;ibor Review, December 1963, pp. 1399~1400. 
67) Monthly Labor Review, December 1964, p. 1386; January 1964, p. 70; June 
1964, p. 692. 
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なった場合は，年6.%を超えない attritionによると68)0 
1966年制動手組合は5彩賃上げ協約を結び，火夫・機関士も類似の協約を結ぶ (11
月）69) 0 
1967年鉄道の工場(shop)職稲別組合は，他産業との対比から熟練賃金格差をふくむ賃
上げ要求をおこなう。 1月鉄道労働法により緊急調査委員会が設けられたが，
その勧告案（一般賃上げ6%,熟練層への積上げ時間当り 5セントなど）を労
使は受けいれず。鏃会要望と自主判断でストライキは延期されたが， 7月全面
ストライキの危機が到来し，仲裁委員会の設置を継会が定める。同仲裁委員会
の勧告（過去の交渉経過の枠内での解決）にて解決にいたる (10月）70)。
1969年乗務系の友愛諸組合のストライキは鉄道労働法の緊急手続によって回避され，
争議は緊急調査委員会の勧告 (2月）によって解決するが，その内容（旧協約
失効且， 1969年1月，同年7月の計3回にわたって基本日給を5.%, 2%, 3 
％，走行距離手当を 3½.%, 2彩， 3%引きあげるというもの）は他のパター
ンとなり，ここに「パターン」解決の形式が生じる。
Shop職種別4組合（ボイラー製造工，電気工，機械工，板金工）の賃金紛
争は前年1月より 1年近くにおよんで緊急手続の発動となり;1月緊急調査委
員会の勧告がだされて12月暫定解決する71¥
1970年 Shop職種別4組合は，板金工組合が労働規則変更に不安をしめしたことが発
端となって，前年末の暫定協約を拒否する。連邦法廷は争議行為を暫定的に禁
止し，また議会は，大統領の要請におうじて前年12月協約の強制実施の措置を
とる。
ディーゼル機関車の火夫問題は10年来の交渉にもかかわらず末解決のままで
あり，鉄道危機に面して設けられた大統領の緊急調査委員会は， 8月以下の勧
告をおこなう。すなわち(1)火夫と制動手の職務一本化， (2)火夫の新規雇入れは
認めず， 欠員は補充しない， (3)火夫の配置転換要求を認める， などというも
の。
68) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1416. 
69) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1359. 
70) Monthly Labor Review, December 1967, p. 3. 
71) Monthly Labor Review, January 1970, p. 37; April 1969, p. 78; May 1969, p. 
71; December 1969, p. 69. 
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事務，保線， レストランなどの争議については，議会は， 13.5彩の賃上げと
翌年3月までのストライキ禁止を立法化し，これにより解決する72)0
1971年 5月議会は信号手組合の争議解決のための法律（前年1月に遡及して5彩；同
1月に遡及して時間当り18セントの賃上げをそれぞれおこない，同時に本年10
月1日までのストライキを禁止するというもの）を通過させ，大統領はこれに
署名する。組合は前記法律に即し， 42カ月間に46%の賃上げ（諸給付をふくむ）
で妥結する (10月）。
機関士組合（無所属系）は42カ月協約を承認。
シカゴ・ノースウェスタン鉄道は， 先任権区域をこえる乗務 (1日100マイ
ルをこえる）の協約化に成功する。
破産せるニュージャージー・セントラル鉄道労使は合理化のための活動班設
置に同意し，労働規則の変更を組合員の承認なしに（組合会長の判断で）なし
うるものとする73)。
1972年統一運輸組合 (UTU)はディーゼル機関車の火夫廃止に原則的に同意する(7
月）。ただし旅客列車には安全上なお火夫を乗務させることとしたため，火夫
の¼は就労を続けることになる。かくしてディーゼル化の導入された1937年以
来のアメリカ労使関係史上もっとも長く激しい争議は，終焉に近づくこととな
る74)。
1973年鉄道15組合は3月に18カ月協約を締結する。内容は，翌74年1月より賃金4%
と付加給付6.7%を引き上げ，年金払込みの使用者負担分を増額（労働者負担
は従来の賃金の10.6彩から5.85%へ軽減）するというもの75)。
1975年 1月鉄道4組合（信号手，保線， UTU,板金労働者）は3カ年協約を結ぶ。
その内容は， 1月， 10月，翌76年4月， 7月にそれぞれ10彩， 5彩， 3彩， 4
％の賃上げをおこない， 15年ぶりに生計費エスカレータ一条項を導入し (CPI
上昇0.4ボイントにつき 1時間当り 1セント），また使用者負担の歯科治療給付
72) Monthly Labor Review, Januar:r, 1971, p. 9; February 1970, p. 72; June 1970, 
p. 79; January 1971, p. 67. 
73) Monthly Labor Review, January 1972, p. 21; June 1971, p. 87; July 1971, p. 
65; January 1972, p. 82. 
74) Monthly Labor Review, January 1973, p. 22; September 1972, pp. 68~69. 
75) Monthly Labor Review, January 1974, p. 13; May 1973, pp. 62~63. 
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をおこなうもので，しめて41彩の改定。やがて3組合も類似の妥結。
鉄道航空事務職員友愛組合 (BRAG)は1月連邦による争議調整を申請し，
斡旋がおこなわれたが不調に終る。組合のストライキ票決 (4月）にいたって
大統領は緊急調査委員会を設置し，勧告をおこなわせる。その内容は，賃金・
諸給付改定の原資は解決パターンの枠内とし，その枠内で賃金・給付間の配分＇
の自由を認めようというもの。かくして労使交渉が再開されるが，ふたたびス
トライキの危険がせまる (6月）。連邦斡旋の援助もあり， 7月最終解決をみ
る。その内容は，賃金・付加給付の改定はパターン解決の線によることとし，
さらに協約期限満了の翌日 (1978年1月1日）ー より時間当り23セントを限度と
する生計費調整をおこなうというもの。 • 
Shop職種別4組合（検査・修理係，ボイラー製造工，電気工，火夫・注油係）
は， 12月に新協約を締結する。内容は他と同様だが，主要交渉議題だった外部
発注の規制についても協約化がおこなわれる76)。
1976年 4月統一運輸労働組合 (UTU)は， フロリダ東海岸鉄道の 10年ごしのストラ
イキ（合衆国鉄道史において最長のもの）を中止させる。紛争の原因は，会社
による乗務系職務の一部廃止と作業スケジュール決定権拡大の要求にあり，会
社は非組合員によりストライキに対処してきた77)。
1977年鉄道産業の交渉機関である全国鉄道労務会議 (NRLC)は，乗務定員の削減，
従来の労働日規定 (8時間ないし100マイル走行）の廃止，勤務割りの経営者
決定権の拡大を要求する。逆に組合側 (21組合）は，毎年15%の賃上げ，四半
期ごとの上限なしの生計費調整，有給タイム・オフの増大などをふくむ要求を
NRLCに通告する。 7月より交渉始まる78)0
1978年前年7月からの鉄道交渉は，この年おそくまでつづく。交渉は NRLCと鉄道
労働組合執行部協会（非乗務系6組合， Shop職種別5組合，車掌・制動手を代
表する統一運輸労組 UTU,機関士組合の計13組合よりなる）との間でおこな
われる。賃金・諸給付等の改定については， UTU,機関士，信号手の3組合
がまずNRLCとの間で39カ月協約に合意し，これがモデルとなって他の8組合
76) Monthly La'1or Review, January 1976, pp. 9~10; September 1975, pp. 62~63; 
February 1976, p. 5. 
77) Monthly Labor Review, January 1977, p. 33; July 1976, p. 61. 
78) Monthly Labor Rゅiew,February 1978, p. 31. 
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もやがて妥結する。同協約の内容は，この年の4月， 10月，翌年7月，翌々年
7月の4回にわたって3%, 2形， 496, 5形の賃上げをおこない，さらに半
年毎のエスカレータ一条項を従来どおり維持するというもの。定員問題につい
ては， NRLCは当初産業レベルの交渉を求めるも， のちには企業別の交渉に
同意する。
NRLC交渉機構の外では，コンソリデーティド鉄道会社（通称コンレール）
とUTUとは， 一部運行の制動手定員削減について合意する。この9月協約
の内容は，貨車70輌以下の編成の列車の乗務定員は機関士1'車掌1,制動手
1 (従来は2)とし，定員削減の実施方法は attritionによることとし，新定
員での乗務には4ドルの特別手当を支給し，かつコンレールは制動手の所定時
間の日額賃金相当額を別基金に払い込み，それを新定員下の乗務員に乗務回数
に応じて配分するというもの。このコンレール協約のパターンとなったのはシ
カゴ＝ミルウォーキーーセントボール＝パシフィック鉄道の 3月協約であり，
同鉄道は NRLCの産別交渉方針を拒否して早々に単独妥結したものだが，今
度はコンレール9月協約が NRLCのパターンとなる。なおコンレールの賃金
・給付交渉は， NRLCの解決にしたがう 79)。
1981年 NRLCと13組合とは， とくに夏以降協約改定交渉を積極的におこなうが， 1 
月 NRLCと6組合が新39カ月協約に達する。その内容は， 協約期間内に計
32.5形の賃上げと諸給付の改善を定めるというもの。ただし生計費調整は従来
どおりで，組合の要求する生計費調整の無制限自由化は認められず。この点で
組合を断念させたのは，航空管制官争議にたいするレーガン政権の強い姿勢だ
ったとされる。
コンレールの賃金争厳は，赤字に悩む同社のため組合員が経費節減6億ドル
をめざす賃上げ自粛に同意し，また非組合員も 5,700万ドルを放棄したことに
より，早期解決する80)0 
1982年前年未解決の組合交渉は， NRLCが機関士友愛組合 (BLE)および UTU(火
夫，制動手，車掌，転轍手よりなる）に労働規則改定を求めたことで長びく。
NRLCの主張は，走行100マイルを 1労働日とするJレールは今日の列車速度で
79) Monthly Labor Review, January 1979, pp. 61~62; September 1978, p. 63; No-
vember 1978, pp. 44~45. 
80) Monthly Labor Review, January 1982, p. 24; D~cember 1981. p. 58. 
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は不遮当であること（乗務員賃金は時間計算によること）， エア・ホースの接
続・切離しのごとき作業 (arbitraries)に作業実態とは無関係な固定支払のお
こなわれていること，車掌車はその本来目的（仮眠・車掌業務・車軸受の過熱
の看視など）にとってもはや不要であること，などに代表される。
BLEとUTUにたいする交渉には， BLE特有の問題をともなう。すなわ
ち協約期間内に生じる小さな問題は苦情手続で処理できるが，大きな問題
(major issues)についてはなおストライキを行使できるとする考え方と，機
関士の賃金は他の乗務員より15~20彩高くあるべきだとする考え方とである。
いいかえれば， UTUが定員譲歩の代償として賃上げを受ければ， BLEはそ
れを15~20%上まわる賃上げを要求しなければならぬが，その実現には協約期
間中といえどもストライキは不可欠だという。
NRLCと2組合 (BLEとUTU)との交渉は行き詰り，大統領の任命した
緊急調査委員会の勧告が8月にだされるが見通しはたたず， 9月半ばにいたっ
て UTUのみが妥結する。その内容は，賃金・諸給付については前年解決ず
みの他組合との協約にしたがい， 労働規則改定については委員会勧告 (100マ
イル制と arbitrariesについては今後とも交渉をつづけ，車掌車は原則的に廃
止）に即して処理するというもの。一方 BLEは9月ストライキに突入するが
大統領の要請した緊急立法によりストライキは4日にして中止される。ただし
その際の議会両院合同会議は，緊急調査委員会の既勧告（定員協定にともなう
UTUメンバーの賃金変更にさいしては， BLEは賃金改訂の交渉を許される；
労働規則については UTUにたいするとおなじ）を織りこむm。
(8) 航空
1961年航空機のジェット化と大型化は，航空争議の近時の主原因。この件で全国斡旋
委員会（鉄道労働法による）は，ジェット機の出現によって機関士の職務はパ
イロットのそれと多くの点で同一であると報告したが，これは航空7社の機関
士のストライキ (2月）の引金となる。交渉は，搭乗回数の減少による乗員休
暇措置と運航乗務定員をめぐっておこなわれ，機関士とパイロットの両組合の
縄張り争いは頂点に達する。斡旋不調で大統領は緊急調査委員会を任命した
が， 10月末の同委員会の報告は，各社の乗務定員を3名に減じ，今後の機関士
81) Monthly Labor Review, January 1983, p. 32; November 1982, p. 47. 
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採用はバイロットに代え，それにともなう給与の損失は4年間は補償し，また
過渡的措置として機関士に会社負担による操縦訓練を与え，かつ機関士とパイ
ロットの両組合の合同を推進することを勧告するというもの。 11月半ば機関士
組合長（ロナルド ・A・ブラウン）・は，前記緊急委員会勧告の線に沿って交渉
することに同意すると発表する82)。
1962年 ジェッ・ト機の乗務定員の削減(4名から3名へ）は，一般に平穏裡に交渉される
(6月）。ただしイースタン航空のみは航空機関士国際組合がストライキに突
入し(6月23日）， 秋までには全便就航となるが， 労使間の解決は年内には完
全にはおこなわれず8;)0 
1966年前年8月航空5社（イースタン，ナショナル，ノース・イースト， TWA,ュ
ーナイティド）は，機械工組合と交渉 (5社連合で）することとなるが，交渉
はこの年まで入りこみ，鉄道労働法による斡旋は3月打ち切られる。緊急調査
委員会が設けられるが，組合は同委員会勧告を拒否し， 7月8日より35,000人
のストライキ突入となる。ホワイト・ハウスで交渉続けられ， 7月29日暫定協
約がなる。その内容は3回の5%賃上げおよぴ半年毎の生計費調整 (CPI上昇
0.4ボイントにつき時間当り 1セント， ただし1回の調整限度額は3セント）
というもの。組合は7月末日それを拒否するが，政府が復職を命じる法律を制
定しようとしたため， 8月19日に受諾する84)。
1969年前年ナショナル航空はボーイング727の誘導滑走の乗員を3名から 2名に削減
したが， 1月3日ニューヨーク・ケネディ空港で3名の機械工組合員が2名で
の誘導を拒否し，停職処分をうける。かくして 1,000人以上の同組合員がスト
ライキに入り，会社は逆にスト参加者をロックアウトし，かつ鉄道労働法によ
る全国斡旋委員会手続中にそのほとんどを解雇する。組合は団交促進と復職を・
求め，また会社は損害賠償を求めて法廷に訴える。下級審は組合に有利な判決
82) Monthly Labor Review, January 1962. pp. 3~4; April 1961, p. 414; December 
1961, pp. 1376~1377. 
8~) Monthly Labor Review, January 1963, p. 19; July 1962, pp. 799~800; August 
1962, p. 909. 解決案は，パイロット 3名，機関士 1名の計4名からパイロット 2名，
機関士 1名の計3名（ただし機関士にはパイロット訓練を施す）への減員を究局措置
として定める。
84) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1359; September 1966, pp. 1006~1007. 
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(3013の交渉期間すぎればストライキの自由がある）を下すが (10月）， 控訴
審はこれを覆えす。なお別件の控訴審判決は，たとえ協約違反のストライキで
も，会社がその参加者を自力救済的に集団解雇するこどは許せないとし，すで
に代替労働者の就労中の場合をのぞき全員復職を命じる (9月）85)。
1970年 4月ナショナル航空と機械工組合との争議は16カ月ぶりに終る。これを機に双
方は，機械工の新時間賃率5ドル65セント，生計費条項改善，付加給付改善な
どを定めた新3カ年協約について合意する。ただし職員組合の争議のため復職
は1カ月おくれる。なお職員（航空券窓口係その他）は， 3カ年間に33彩の賃
上げを定めた協約をかちとる86)。
1972年 ナショナル航空の機械工1,000人と地上サービス職員は，交渉史上最大のバッ
クペイ（推定600万ドル）をうける。これは， 1970年の控訴審判決（同社の機
械工ロックアウトを違法とした）の上告を最高裁判所がその翌年却下したため
連邦地裁が介入して両者を和解させたもので，ロックアウトによる損失賃金と
同期間中の間接収入（企業外稼得）との差額の支払を命じたもの。
パイロット組合の一部は，ハイジャックにたいする国際行動の一環として連
邦差止令を無視して24時間ストライキ (6月）をおこない，国内便の10彩に影
響を与えるm。 • 
1979年 この年国際機械工組合は，ューナイテイド航空， TWAその他の航空会社との
間で協約改定をおこない，とくに生計費調整 (COLA)の計算単位である CPI
変動幅を従来の0.4ボイントから0.3ボイントに縮小させるのに成功するが（調
整額はいずれも時間当り 1セント），上限は依然として設定される。ただし上
限は，従来の時間当り12セントが13セントに引上げられる。なお調整回数は年
1回で不変とされる88)。
1981年燃料費の高騰，競争激化，管制官ストライキの影響などの結果として一部組合
は賃金譲歩に同意する。ユーナイティド航空と航空パイロット組合との26カ月
85) Monthly Labor Review, January 1970, p. 36; May 1969, p. 72. 
86) Monthly Labor Review, January 1971, p. 10; June 1970, p. 79. 
87) Monthly Labor Review, January 1973, p. 23; April 1972, p. 59; August 1972, 
p. 62. 
88) Monthly Labor Review, February 1980, p. 14; February 1979, pp. 67~68; July 
1979, p. 44. 
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協約によれば，協約期間内に29%の賃上げをおこなうが，その代り生産性向上
のため労働規則を変更することが合意される。その変更とは，月間最高飛行時
間の7.5時間延長，飛行時間扱いとなる非飛行時間数の削減，ボーイング737の
乗務パイロット数2名，給与計算方式（速度，重抵，飛行時間帯などにより異
なる複雑な算式）の改善を意味する。し他の航空会社のほとんどは，一定期間の
10%賃下げを定める（ただしその期間終了時には旧水準の回復と末実施の賃上
げの積上げとがおこなわれる）89)。
1982年航空産業最悪の年とされ，大手12社の損失は前年のそれ (5億5,000万ドル）
を上回り，また9月末までのレイオフ総数は17,000人（雇用総数の6%)に達
する。かかる航空業界悪化の要因としては，①新規参入促進のため1978年に航
空路および運賃の規制が緩和され，各社の最適営業条件の決定が困難となった
こと，②最気後退と高金利のため最適機種の購入が困難をましたこと，⑧燃料
コストの高騰，④航空管制官ストライキの影響などがあげられる。
この年の新労働協約は，一般的には給与の凍結・切下げが特徴となる5レパ
ブリック航空とウェスタン航空は，年末から年初に締結した数協約において10
％の賃金カットを定める。パン・アメリカン・ワールド航空では，同社と交渉
する 5組合が10%賃金カットと労働規則変更に同意する。ただし5組合はその
代償として同社取締役会に席をひとつ与えられ，また従業員は放棄賃金5ドル
にたいして1ドルの割で同社株式を譲渡される。 1月同社はさらに生産性向上
を要求。イー・スタン航空では，パイロットとの4月協約により，翌年4月1日
までの賃金凍結とその後2回の計10%賃上げを定め，さらに7月3日期限満了
の調整収入プログラムの5カ年延長を定める。同プログラムは1977年以来実施
されてきたもので，従業員各人の給与の 3.5%を天引き留保し，企業利益が一
定水準に達すれば返戻し，それがさらに高水準に達すれば3.5~ るを限度として
追加支給するというもの。また機械工組合も調整収入プログラムの 5年延長に
同意する(9月）。ブラニフ国際航空では，パイロットが労働スケジュール強化
や賃金凍結に同意ずみ（前年末）であったが，同社の経営状況は悪化の道をた
どり， 5月破産申立てにいたる90)。
1983年航空業界に一部好転の兆がみられたが，全体として悪い状況はつづく。その原
89) Monthly Labor Review, January 1982, p. 25; November 1981, p. 53. 
90) Monthly Labor Review, January 1983, pp. 32~33. 
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因は燃料費，新機種購入費，労働費用の高いことなどにあるが，最大の理由は
1978年の航空規制緩和であって，それは競争を激化させる。ただし前記規制緩
和法の下でも民間航空委員会はなお運賃規制権限をもったが，同法修正が航空
会社の自由運賃を認めたとき (1983年1月1日），運賃競争は完全なものとな
る。かくして組合の譲歩協約が多く成立する。
コンチネンタル航空は，連邦破産法手続による保護を申請する。会社は1979
年以来の損失4億7,100万ドルを主張したが，パイロット，フライト・アテン
ダント，機械工の 3組合は，会社の破産手続に対抗して労働協約破棄の適法性
を法廷で争う。だが協約破棄についての法廷判断のないままに，コンチネンタ
ルは，運賃を下げ就航路を％に削減し，新企業として事業再開される。当然に
賃金も切下げられる（たとえばパイロット年俸は以前の 77,000ドルから一律
43,0000ドルヘ）。パイロットとフライト・アテンダントの 2組合はストライキ
に突入し，すでに8月よりストライキ中の機械工と足並を揃える。年内解決に
は至らず。
イースタン航空でも，コンチネンタル流の破産手続の可能性がボーマン会長
からのべられる。ボーマン企業再建案は， 1月より 15%給与カット，翌84年 1
月よ・り 5形の追加賃下げ（ただし5%の人件費削減が達成できなかった場合），
新規採用者の給与カット，有給休暇の削減， 1984年・ 1985年の利益の20%の従
業員還元というもの。パイロット，フライト・アテンダント，機械工の3組合
は，当初これを批判したが，やがて検討委員会をつくる。その間フライト・ア
テンダントとの 3カ年協約が成立し，協約期間内の計22%賃上げと調整収入プ
ログラム（前出）のキャンセルが定められる。次いで機械工組合の3カ年協約
（協約期間内に計30%以上の賃上げ，生計費条項廃止，調整収入プランに代る
投資ボーナス協定など）， パイロット組合の2カ年協約（給与の15lるを5%利
付転換社債で支払うなど）が成立する (4月）。 12月には前記3組合は， 経営
にたいする発言権をえた代償として18~22%の賃金カットと労働規則の変更と
に合意する。
パン・アメリカン航空は，前記3組合との間に以下の協約を結ぶ。その内容
は，前および前々年に協定された10%賃金カットの回復，前年および本年予定
の賃上げの延期などからなる。
アメリカン航空では，競争激化と機種近代化のためのコスト (10年間で25億
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ドルと推定）の節減をめざした協約が成立する。すなわちパイロットとの2カ
年協約 (11月）によれば，新規採用者の給与は在職者給与（平均11万ドル）の
半額とし，また11月実施予定の7彩賃上げはこれを中止して翌84年3月の3彩
賃上げに振り替えるものとされる。なおこの新協約は，翌年4月改定予定の現
協約にとって代る。 11月おそくフライト ・アテンダントも新規採用者の給与力
ットに同意する。
デルタ航空では，従業員は前年9月に8彩賃上げを実施した会社の誠意を評
価し， 198p年度給与の2.5%控除によるボーイング767購入計画に参画するが，
一方会社もこの年の赤宇計上 (36年ぶり）にもかかわらず1957年以来のノー・
レイオフ方針をつづける。パイロットと機関士は，現協約の 1年延長 (1985年
3月まで）に同意する。ただし賃金は凍結され，かつ月間就労時間の最高限度
は引上げられる。
レパプリック航空では，従業員は賃金の15%カットを 9カ月間実施すること
を認める。同航空と交渉する 6組合のリーダーたちは新従業員持株制度を承認
し，またボランテイヤー 700人が23都市にて同航空利用を訴える宣伝キャンペ
ーンを展開する。
ウェスタン航空では， 10月以降1年間の10~18彩賃金カット，生計費調整の
同期間放棄，非組合の管理的職員の12.5彩賃金カット（現在実施中）の同期間
延長が合意される。会社はその代償として発行株式25彩の従業員への譲渡，取
締役会ボストの1つ付与，利潤分配計画の実施を約束する。なお同航空と交渉
する 5組合のうち4組合は， 1981年末に2年間の賃金譲歩に同意し，かつ1984
年1月1日に失効予定の10彩賃金カットおよび実施予定の8彩賃上げをいずれ
も同年9月末まで延期することに同意していたもの91).
(9) 自動車運送
1964年 トラック運送業者協会（大手1,000社を代表）は， 1月チーム・スター組合の長
らく求めてきた全国協約(3年）を承認する。同協約は，初年度は現行各地域協
約の満了日（地城により異なる）に時間当り10セント，次年度3月31日に8セ
ント，最終年度同月同日に10セントの賃上げをおこない，また1966年および67年
91) Monthly Labor巫view,January 1984, pp. 36~37; July 1983, p. 40; September 
1983, p. 38; November 1983, pp. 72~73. 
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に生計費調整をおこない，年金・厚生基金への使用者拠出を 1人当り週5ドル
増額し，有給休暇4週間取得資格を勤続18年から16年に縮めるというもの92)。
1967年運送業者協会 (1,500社）とチームスターの協約改定交渉は，協約期限の3月
末までに解決せず， 4月にはストライキとロックアウトがおこなわれる。 4月
12日暫定協約（賃金・付加給付の改善として時間当り60セント）が成立するが
5月には再交渉がおこなわれて新協約 (3年間の基本賃上げ55セントをふくめ
て70セント増額）が締結される。これに反対する山猫ストライキが8外Iにわた
って9週間つづき，やっと解決93)0 
1970年全国規模のストライキやロックアウトは生じなかったが，協約改定交渉・妥結・
批准という経過のなかで地域によっては労働損失は大きい。暫定的な全国協約
に達したのは4月2日で，その内容は時間当り計1ドル10セントの基本賃率引
上げ（前協約の倍），生計費条項の改善，有給休暇その他諸給付の改善を定め
る。シカゴ地区のチームスターは他組合と成果を競い，全国協約を拒否し，ス
トライキとロックアウトがおこなわれる。 4月下旬チームスター組合員による
協約可否投票が労働省管理のもとにおこなわれ，協約は承認される。別個に可
否投票をおこなった鉄鋼運搬トラック運転手もそれを承認。一方シカゴ地区の
交渉は3年間に 1ドル65セントの賃上げを決定し，これをうけた全国協約再交
渉は， 39カ月間に 1ドル85セントの賃上げという上方修正をもたらす94)0 
1973年前回の交渉では全国協約が39カ月であるのにたいしシカゴ協約は36カ月だった
ため，シカゴのチームスター組合は現行協約を6月まで3カ月延長することに
合意。同月チームスターと業者協会とは，時間当り最低1ドル11セントの賃上
げ（生計費調整，年金その他諸給付改善をふくむ）を定めた33カ月全国協約を
締結。同協約は労働省管理の一般投票によって批准される。この協約はニクソ
ン所得政策第3段階の軌道修正 (60日凍結）中の最初の大型妥結95)0 
1976年 4月新労働協約が結ばれる。まず賃上げについては，地城便の場合は初年度時
間当り 65セント，次年度•最終年度（各 4 月） 50セントとし，また長距離便の
92) Monthly Labor Review, December 1964, p. 1387; March 1964, pp. 321~322. 
93) Monthly Labor Review, December 1967, p. 4; June 1967, pp. 72~73; July 1967, 
p. 59. 
94) Montftly Labor Review, January 1971, pp. 7~8; June 1970, pp. 77, 79. 
95) Monthly Labor Review, January 1974, p. 14; August 1973, p. 86. 
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場合は初年度マイル当り 1 セント，次年度• 最終年度（各4月） 1. 25セントと
する。生計費調整については，次年度4月CPI上昇0.4ボイントにつき時間当
り1セント，最終年度4月0.3ポイントにつき 1セントの調整を上限なしにお
こなうというもので，前協約では1回の調整に1セントの上限があったのにた
いし今回はその上限のないのが特徴。それ以外の改善として，年3日の疾病休
暇，長距離運転手のホテルないしモーテル宿泊，運転席の空調，年金その他給
付プランにたいする使用者拠出額（週17ドル）などを定める96)。
1979年 4月新3カ年協約が結ばれる。基本賃率引上げは3年間で時間当り計1ドル50
セント（前協約では 1ドル65セント）だが，生計費調整は従来の年1回にかわ
り半年毎とされる。調整は CPI上昇0.3ボイントにつき 1セントの方式を踏
襲するが，最終回の調整の実施は協約満了の翌日とし，したがってそのコスト
は次期協約のものとして計算される。また年金その他保険プランヘの使用者拠
出増額（週30ドル）を協定するが，これをガイドラインの規制外とすることに
賃金物価安定審議会を同意させる。かくして労使双方は今回協約の改善成果を
年10%と評価するが，前記審議会々長アルフレッド・カーンはガイドライン
(7%)以内とする97)0
1980年 チームスター組合は，非組合企業と競争するためと称する経営者側の労働コス
卜切下げ要求を拒否する。拒否理由は，経営難が労働協約遵守の結果であると
の証明がなされていないというにある。ただしこの年7月の自動車運送事業法
の規制緩和改正が多くの困難を生みだしているとの経営者側の主張にかんが
み，その調査研究については合意する98)0 
1981年前年チームスターは労働コスト削減交渉を拒否するが，ローカルのレベルでは
譲歩するものがでてくる。たとえばセントルイスのイエロー貨物配送システム
社の労働規則修正（週末勤務の時間内割増支払の禁止）やカリフォルニアのシ
ステム99社の賃金カット（賃金受取額を通常賃金の85%に自主的におさえ，経
営状態好転時に未払額を受ける）などが然り。 9月チームスター組合は，現協
約の期限は翌年3月だが改定交渉の早期開始に同意すると発表し，かつ付加給
96) Monthly Labor Review, January 1977, p. 31 ; June 1976, p. 58. 
97) Monthly Labor Review, February 1980, pp. 14, 15, 13; June 1979, p. 47. 
98) Monthly Labor Review, January 1981, p. 16; November 1980, p. 51. 
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付と生計贄調整の維持を条件に基本賃率の凍結を認めてよいと声明する99)0 
1982年前々年の規制緩和により新規参入は容易となり，非組合企業8,000社にたいし
組合組織のある企業234社が消滅し， 4万人以上のチームスター組合員の仕事
を奪う。レイオフ中の者を加算すれば，自動車運送業の同組合員30万のうち12
万が失業中。かくして早期交渉が前年よりおこなわれ，この年2月に新37カ月
協約がなる。
新協約の内容はつぎのとおり。基本賃率の引上げは定めないが，当産業の財
政状況が大幅に変化したときは， 1984年4月1日以降すべての経済項目につい
て再交渉がなされる。生計費調整は半年毎を年1回に改め， その調整原資の
一部もしくは全部が，必要とあれば年金その他保険給付の水準維持のために転
用される（その結果，本年4月1日予定の前協約による最終生計費調整72セン
トのうち25セントが前記目的にふりむけられる）。
全国協約を補足する31の地域協約には，企業の立場を配慮した条項がみられ
る。たとえば新規従業員の当該職務最高賃率への昇給期間は3年とする（従来
は即時），ターミナル等の集配施設の有効利用のため「非標準的」労働週を採
することができる，その他。だが各企業は，チームスター・ローカルにたいし
てさらに譲歩をもとめる。かくしてスペクトル・レッド・ボール社は，給与の
15形の対会社融資を従業員との間で協定する（だが会社の操業停止は回避でき
ず）100) 0 
1983年 2月運送業者側は賃金・諸給付にかんする現協約（期限は1985年4月30日）の
即時再交渉を要求する。 1980年の立法が1935年以来の新規参入と運賃設定にた
いする規制を緩和したことの影孵が大きすぎたため。だがチームスター組合は
交渉を拒否する。
8月チームスター組合は， トラッキング・マネージメント（最大の交渉相手）
とレイオフ労働者任意救済フ゜ランについて合意する。給与切下げ，休暇削減，生
計費調整条項廃止，大口貨物専用部門の設立などにより競争力を高めようとす
るもの。だが一般組合員は同プランを拒否する。その理由のひとつは，それは
99) Monthly Labor Review, January 1982, p. 25; April 1981, p. 69; November 1981, 
p. 51. 
100) Monthly Labor Review, January 1983, pp. 30~31; April 1982, p. 64; June 1982, 
pp. 62~63. 
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小企業の犠牲で大企業の失業補償コストの節減をはかるものであり，かつ雇用
創出を保証しないばかりか，組合員を救済されるものと然らざるものとに分裂
させるというにある101)。
UO) 通信
1964年 アメリカ通信労働者組合 (theCommunication Workers of America, 略し
て CWA)はゼネラル・テレフォン（カリフォルニア州）との協約 (3カ年）
を締結し;(3月）， 141日間のストライキを中止する。協約内容は即時賃上げ
3.53%, 休暇制度およぴ年金・保健・厚生基金の改善など102)。
1966年 CWAは2月から 3月にかけてつぎのような一連の賃金交渉をおこなう。サウ
スウエスタン・ベル・テレフォンの週2~4ドルの賃上げ，アメリカ電話電信
(AT&T)の週2~5ドルの賃上げ，ニューヨーク電話の週2.5~5ドルの賃
上げ，またオハイオ・ベルとの最初の協約（週3.5~11. 5ドルの賃上げ）など103)。
1967年前年秋以来のベル・テレフォン・システムにたいする一連の協約にならつて諸
社との賃金交渉おこなわれ， 週3.5~8ドルの賃上if,休暇・年金・その他諸
給付の改善がかちとられる（対象は168,000人）104)。
1968年 CWAは， 1966年秋交渉締結された3カ年協約の賃金改定条項による交渉にお
いて会社案を拒否し，ここにベル・システム下の諸社にたいするストライキを
開始 (4月）。ストライキは3週間におよび， 1947年以来の全国規模のものと
なる。 5月2日協約 (20万人を対象とする）が締結されるが，その内容は賃上
げ，休日出勤割増率2.~倍， 25年勤続者への休暇1週間（第5週目）追加， 年
金給付増額，保健給付適用の拡大など。 5月サザン・ベル・テレフォンおよび
マウンテン・ステーツ電信電話にたいして類似の協約条項がえられる。 9月国
際電気労働者友愛組合 (the_International Brotherhood of Electrical Wo-
rkers, 略して !BEW)は， イリノイ・ベル・テレフォンとの3カ年協約を受
101) Monthly Labor Review, January 1984, p. 35; April 1983, p. 42; November 1983, 
p. 73 .. 
102) Monthly Labor Review, December 1964, p. 1387; May 1964, pp. 568~569. 
103) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1358; April 1966, p. 421. 
104) Monthly Labor Review, December 1967, p. 6; January 1967! p. 64; February 
1967, p. 68; March 1967, p. 60; May 1967, p. 64; July 1967, p. 61. 
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諾し， 5月以来のベル・システム史上最長のストライキを終焉させる105)。
1971年 7月協約改定交渉が決裂し， 50万人の電話労働者がベル・システムにたいして
ストライキをおこなうが，ストは6日間にして新3カ年協約が成立する。その
内容は，協約期間内に賃金・諸給付の計31彩の引上げ，生計費調整，週5~9
ドルの大都市手当（高い生活費の補償）など106)。
1974年 1月， CWAおよび IBEWとアメリカ電話電信(AT&T)とは，企業レベル
の交渉よりは全国交渉を望むと発表する。この始めての全国交渉では賃金，年
金，各種保険等が対象とされ，他の労働条件は従来どおり企業レベルの交渉に
委ねられる。
交渉は5月半ば開始。争点の主たるものはエイジェンシー・ショップ条項と
賃金であり，前者にかんしては，組合は旧協約中の「祖父」 ("grandfather")
条項（交渉単位内の全員に組合費支払を要求することを許さない）とエスケー
プ条項（組合費納入者は交渉権限委任をとりけしうる）の削除を求め，会社側
はそれに反対する。後者の賃金については，組合は初年度14形の引上げを求め
会社側は9.4%を回答。 7月祖父条項交渉行詰り， 8月5日にストライキ突入
の計画。 CWA他は統一 (co-ordinated)ストライキを予定。スト突入直前に
CWAとAT&Tとは新3カ年協約に合意し，スト回避される。
その内容は：①初年度12鍬次• 最終年度7.5%の賃金・諸給付パッケージ
引上げ，②エイジェンシー・ショップの完全確立，⑧エスカレータ一条項の修
正（従来の CPI上昇0.4ボイントにつき週50セント引上げに代り， CPI上昇
1%につき0.6%賃上げと週50セントの加算），④年金プランに選択方式の導入
というもの。
統ーストライキに参加予定の他組合のうち中立無所属の電話諸組合は前記型
の協約に同意するが， !BEWは態度が2分し，ウェスタン・エレクトリック社
にたいし同社の従業員を代表する他組織とともに8月ストライキに入る。同月
末連邦斡旋もあり， CWA協約類似の線で妥結107)。
105) Monthly Labor Review, January 1969, p. 15; July 1968, pp. 63~64; November 
1968, pp. 66~67. 
106) Monthly Labor Review, January 1972, p. 22; September 1971, p. 69. 
107) Monthly Labor Review, January 1975, pp. 10~11; March 1974, pp. 57~58; 
October 1974: pp. 74~75. 
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1977年 この年の CWAの中心的交渉テーマは職務保障。具体的には外部発注規制強
化，時間外労働の任意性，時間外割増率最低100%,年間労働時間短縮など。
2カ月の交渉によりスト突入前夜 (8月）に CWA,IBEW, 電気通信国際組
合 (TIU)とAT&Tとの間に新3カ年協約が成立する。
その内容はつぎのとおり。①職務再編成を理由とするレイオフないし離職時
の補足的所得保障フ゜ラン，②低賃金職務に配属された時の損失賃金補償プラン
③従業員投資プラン（週20ドルを限度とし，その半額を AT&T株式に投資す
る貯蓄プランであって， レイオフ時は全額を引出しうる）， ④週10時間をこえ
る時間外労働の拒否権（ただし1979年~1980年の間の定められた7カ月）， ⑤ 
非自発的転属の移転費用会社負担，⑥協約期間内に賃金・諸給付パッケージの
計31彩引上げ108)。
1980年 CWA,IBEW, TIUとAT&Tとの協約改定交渉は，賃金と職務保障を中
心として6月よりおこなわれるが，その8月妥結内容は， AT&Tは新技術導
入の権利は保有するが，職務保障的な14条項（技術革新の影響をうける労働者
への対策を検討する委員会の設置その他，職務等級低下をよぎなくされた労働
者の賃率保障，有給タイム・オフの追加，レイオフ給付の増額，下請発注の制
限など）をふくむ。なお賃金・諸給付パッケージの協約期間内の引上げは計
34.9%と推定される109)。
1983年今回の改定交渉も主要目標は職務保障であるが，特記されるべきは，それがテ
クノロジー加速化への対策としてだけでなく， 1982年の反トラスト訴訟の結論
(1984年時にAT&T分割）への対策としての意味をもったこと。 CWA,IBEW
TIUによる22日間(8月）のストライキがおこなわれるが， IBEWとTIUの
組合員はやや早めに復職する。いずれにせよこのストライキ(675,000人）は1946
年鉄鋼ストライキ (75万人）以来のもの。とくに CWAは3月の特別大会で職
務保障への関心をしめし，末来にかんする委員会の18カ月の調査研究の結論と
して，訓練・再訓練をふくむ長期活動プログラムを採択し，かつ団体交渉・苦
情処理などの伝統的組合目標にかかわる新しいアプローチを加味するための
「戦略センター」の設置を要求する。
さて妥結した協約内容はつぎのとおり。①賃金・諸給付のパッケージについ
1_08) Monthly Labor Review, February 1978, p. 28; October 1977, pp. 74~75. 
109) Monthly Labor Review, January 1981, pp. 18~19; October 1980, pp. 52~53. 
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ては，初年度は各職務等級の上位賃率を 5.5%, 中間賃率をそれを下回る範囲
で引上げ， 最下位賃率は据置く。次年度• 最終年度については， 上位賃率を
1. 5%引上げる他は初年度とおなじ。②職務保障と所得維持については，個人・
キャリア開発訓練プログラム（昇進配転のための自発的訓練計画にして費用は
会社負担）， 職務転換フ゜ログラム（職務廃止等の場合に欠員のある他職務への
転換のための会社負担の訓練計画），訓練にかんする合同諮問委員会の設置，技
術変化等の理由によるレイオフないし離職時の補足的所得保障フ゜ランの改善，
前記の場合に前記のプランの適用資格なきものへの任意的所得保障フ゜ランの設
定，技術革新による職務等級の低下の際の賃金補償フ゜ランの改善。③生計費調
整の方式は前協約とおなじ110)。
Ul) 港湾
1959年東部・メキシコ湾沿岸で国際沖仲仕組合 (theInternational Longshoremen's 
Association, 略して ILA)が港湾の機械化をめぐって争議行為に入り (10月
1日），大統領のタフト・ハートレー法発動によりストライキ8日にして復職。
交渉の結果12月 ILAとニューヨーク海運協会とは3カ年協約（メーン州から
バージニア州までおよぶ）を結ぶ。その内容は諸給付改善コストをふくめて時
間当り41セントの賃上げを協約期間内におこなうというもの111¥
1960年国際沖仲仕倉庫労働者組合 (theInternational Longshoremen and Ware-
housemen Union, 略して ILWU)と太平洋海事協会とは， 10月に 5カ年半
協約を結ぶ。その内容は，勤続25年の65オ退職者に 7,920ドルを支給し，かつ
労働規則緩和と省力化承認の代償として最低週賃金を保障（レイオフ回避）す
るために基金を設置することとし，使用者は年500万ドルをこれに拠出すると
いうもの112)0 
1962年東部・メキシコ湾沿岸で10月 ILAによるストライキ発生。ただちにタフト・
ハートレー法が発動されて実情調査委員会が設けられ， 12月同委員会の報告が
だされる。報告は港湾機械化による人員削減要求が争議の主原因であることを
しめす。ストライキは同月収拾される113)。
110) Monthly Labor Review, January 1984, pp. 37~38; October 1983, pp. 36~37. 
111) Monthly Labor Review, January 1960, pp. 13, 64. 
112) Monthly Labor Review, January 1961, p. 20; December 1960, pp. 1322~1323. 
113) Monthly Labor Review, January 1963, p. 19; November 1962, p. 1281. 
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1963年前年からの ILA対ニューヨーク海運協会との紛争は， 1月25日協定に達する。
その内容は，人員問題についてはワーツ労働長官提案（まず労働省調査に委ね
その調査結果にもとづいて労使交渉をおこない，翌64年7月末までに合意に達
しなければ第三者の勧告をまつ）をとりいれ，経済問題については大統領特別
委員会のモース委員長案（賃上げ時間当り24セントおよび諸給付の改定）をと
りいれたもの114)。
1964年 10月1日，東部・メキシコ湾沿岸諸港で ILAのストライキがあり，即日暫定
差止が命じられ，やがて差止期間は80日となる。前年合意された労働省調査提
案（職務・所得保障を与える代りに制限的慣行を緩和する）にかんする労使交，
渉の実らなかったことも原因115)。
1965年前年からの港湾争議は， 1月11日にストライキの再発となり，それは 1カ月に
して止む。妥結内容は，時間当り36~38セントの賃上げと42セント相当の付加
給付改善を定めた4カ年協約。人員問題の解決は港湾により異なり，ニューヨ
ーク港の場合は年間1,600時間の保証と作業定員削減（現行 gang構成人員20
人を翌年18人，翌々年17人へ）を定める116)。
1966年西部沿岸の港湾では，ストライキなしに1960年の5年半協約の改定がおこなわ
れる (7月）。 1960年以来の実績（積荷扱い卜冴放は40形増加したのにトン当
り労働コストは 3.6彩減少）もあり， 1966年協約は，同年に時間当り50セント
• (保障労働日 8時間のうち最初の6時間について）， 1969年および1970年にそ
れぞれ20セントの賃上げを定める117)。
1967年 ILA 60周年記念大会は，東部・メキシコ湾沿岸一帯の産別交渉の必要性とコン
テナー化の脅威とを強調する118)。
1969年大西洋・メキシコ湾沿岸では，昨年10月にストライキ生じるが，タフト・ハー
トレー法によってすぐ差止められる。クリスマス直前ストライキが再発する。
賃金，付加給付，年間雇用保障，コンテナー対策すべてが交渉議題となるが，
コンテナー対策がもっとも難しいもの。 1月半ばニューヨーク港湾協約ができ
114) Monthly Labor Rゅiew,December 1963, p. 1401; March 1963, p. 310. 
115) Monthly Labor枷 iew,December 1964, pp. 1387~1388; December 1964, p. 1440. 
116) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1417; April 1965, p. 442, 
117) Monthly・Labor Review, December 1966, p. 1358; August 1966, p. 898. 
118) Monthly Lab釘 Review,December 1967, pp. 7~8. 
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上るが，その内容は，時間当り 1ドル60セント相当の賃金・給付の改善，年金
改善，年間雇用保障を定め，かつ半径50マイル以内で荷物の詰込まれたコンテ
ナーをニューヨーク港で扱う場合には，コンテナーを開き荷物の詰直しをする
ことができるというもの。だが ILAは同協約の批准を拒否し，法廷の命令で
やっと批准投票をおこなったのであって，.ニューヨーク地区の組合員が復職し
たのは2月半ば。他地区もこれを契機に同様の解決をみる。前年12月からのス
トライキはここに全面解決する (4月）119)。
1971年太平洋沿岸諸港では7月 ILWUのストライキが，太西洋・メキシコ湾沿岸諸
港では10月ILAのストライキが，それぞれ始まる。 ILWUの要求は， 2年間
に時間当り計1ドル60セントの賃上げ，年金・医療給付の改善，週40時間雇用
保障など。後者の争議は，使用者側が年間保障所得の現行規定（勤務場所に出
頭するかぎり年間2,080時間の賃金を保障する）の修正を求め，組合が逆にそ
の他港湾への拡張適用を求めたために生じたもの。前者の争議にたいしては10
月，後者の争議にたいしては1月，それぞれタフト・ハートレー法が発動され
る120)。
1972年太平洋沿岸では，タ・ハ法により中断されていた ILWUのストライキが1月
半ば再開され， 2月半ばに解決される。・スト再開に面してニクソン大統領は強
制仲裁の立法化を議会に求め，議会は争議解決後に法案を通過させ，大統領は
中国訪問中に当法案に署名する。かくして労使協約（賃金・諸給付の初年度改
定20.6彩など）はニクソン所得政策機構たる給与委員会にもちこまれ，同委員
会は初年度賃上げを14.9彩にひき下げるよう命じる（労働側委員4名はこれに
抗議して辞任）。 ILWUは東海岸の労使の動きを見守る。
太西洋沿岸・メキシコ湾岸では，前年11月以来の争議差止期間中に交渉がま
とまり， 1月 ILAと北太西洋海運経営者団体協議会は賃金協約を結ぶ。その
内容は，初年度70セント，次年度および次々年度それぞれ40セントの時間賃金
ひき上げをおこない，また年間保障所得についてはすでに実施ずみの港湾では
修正を加えて維持するというもの。 5月新給与委員会は，初年度賃上げ率 (15
119) Monthly Labor Review, January 1970, pp. 33~34; April 1969, p. 77; June 1969, 
p. 70. 
120) Monthly Labor Rゅiew,January 1972, pp. 21~22; September 1971, p. 70; 
December 1971, pp. 79~80. 
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％）を12%にひき下げるよう決定し，労使合同の再考願いをも斥ける (6月）。
東海岸の労使はここに給与委員会の決定を受諾。
かくして東海岸の動きを注目していた西海岸の労使も，給与委員会の決定を
受諾する121)。
1977年 4月および10月の2回にわたって ILAのストライキがおこなわれる。争点は
コンテナーの取扱いをめぐるもので，具体的には，コンテナー取扱い作業にた
いする ILAの管轄を否定した1975年の全国労働関係委員会(NLRB)の決定が
ILAメンバーの就業機会を奪ったとして， ILAがその補償を求めたことにあ
る。ストライキは，労使双方がコンテナーにかんする ILAの管轄の再確立に
努力するということで止む (11月）。
コンテナー化の増大は港湾労働者の就労時間数を低下させ，そのため就労時
間に比例した使用者拠出を財源とする年金厚生基金財政を困難とするおそれが
あったが，新協約 (3カ年）では，使用者はそれを保証することになる。なお
協約期間中は毎年時間当り80セントの賃上げが定められる122)0 
1983年 4月 ILAと太西洋・メキシコ湾沿岸の経営者とは， 3カ年基本協約（時間当
り計4ドル25セントの賃金・給付改善を協約期間中に実施する）に合意し，そ
の発効日は現行3カ年協約 (1980年締結）の満了日 (10月1日）とする。 9月
連邦海事委員会は，組合員の雇用確保のためのコンテナーにかんする労使ルー
ルの差止めを連邦判事に申請する。前記コンテナー・ルールとは，当該港湾か
ら50マイル以内におけるコンテナー荷物出し入れ作業をすべて ILAメンバー
に確保しようとするもので，他組合や業者から批判されてきたところだが，
1983年半ば NLRBが今回はコンテナーにたいする ILAの作業管轄権の主張
を支持したため，コンテナー・ルール交渉への道が開かれる。かくして同Jレー
ルを不公正とみる業者が連邦海事委員会にその差止令申請方を訴えたわけで，
貿易業者たちが海事委員会の主張を支持したのにたいし，労働省と運輸省は反
対の立場を表明する。 ILAは， コンテナー・ルールが実施されない場合の対
策として， その場合は4月の基本協約の再交渉の余地を認める暫定基本協約
121) Monthly Labor Review, January 1973, p. 21; June 1972, p. 60; July 1972, p. 
50; September 1972, pp. 70~71. 
122) Monthly Labor Review, February 1978, pp. 28~29; July 1977, p. 53. 
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（期間は106日）を妥協的にとりむすぶ (9月）123) 0 
U2l建設
1965年最大の賃上げは西海岸でおこなわれ，とくにサンフランシスコの大工は週労働
時間の短縮(40時間から36時間へ）と賃金・諸給付の形で3年間に時間当り 1ド
ル11セントの賃上げとをうる。ただしニューヨーク市左官のごとくプレハブ・
ボードの使用増大に直面して賃金据置きに同意した例もある。概して大幅賃上
げの傾向124¥
1966年建設交渉は地城別におこなわれ，数百の地城協約の全体的評価は不可能だが，
賃上げの多くがガイドライン (3.2%)を超えていたことは明らか125)0 
1969年賃金・諸給付パッケージの改善は平均して12.596 (ただし 1,000人以上に適用
される協約にかんして）だが，この年の建設交渉は，黒人の熟練職種雇用問題
が大きな争点となったところが特徴。
・s月ヒ゜ッツバーグで良好な雇用機会を求める黒人ギモがおこなわれる。白人
の対抗デモ，警察と黒人デモ隊との衝突などがおこり，建設作業も中断される
が，やがて同市の建築労働組合と黒人建設労働同盟とは，一定比率の黒人の即
時雇入れ，それ以外の黒人の試験的雇用，黒人の徒弟訓練計画への参加などを
協定化する。 AFL-CIO公民権部はこれに協力。
同様の動きは他都市に拡大し9月の「黒人月曜デモ」 (BlackMonday)で
頂点に達する。シカゴでは連邦政府は，少数グループの雇用にかんして意見聴
取をおこなう。建設労働評議会は AFL-CIO公民権部の援助をえて4ポイン
ト計画を提案し，黒人団体からなる統一地域行動連合はそれを拒否するが，市
長の調整で妥協が成立する。
6月27日労働次官補アー→サー・フレッチャーは，連邦による，または連邦の
援助する建設事業の少数グループ雇用率を高めるための「フィラデルフィア・
プラン」 ("PhiladelphiaPlan")を発表。 50万ドル以上の前記請負契約の入札
者にたいし入札告知に定める少数グループ雇用プランの提出を求めるもので，
鉛管その他の配管，板金加工，電気工事，鉄作業，屋根ふき・防水，エレベータ
123) Monthly Labor Review, January 1984, p. 40; October 1983, p. 40. 
124) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1416; August 1965, pp. 995~996. 
125) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1358. 
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ー設置などがその指定業種。フィラデルフィア・プランは，一部議員の反対や
会計検査院長の異議（雇用割当制は公民権法第7編違反の疑いがあるとして予
算支出の差控えをほのめかす）に直面したが，労働省は，同プランを適法とす
る司法省見解を支えとして推進を決意。 8月フィラデルフィアで事情聴取がお
こなわれ，同地域の熟練職種組合の平均的な黒人等少数グループ比率は12彩だ
が，指定業種についてはそれは1彩であることが判明。労働省は，少数グルー
プの職人等で雇用されるべき者の存在を確認するが，白人の雇用不安を和げる
ために当プラン目標の適用は新規雇用にたいしてであることを指摘する。最初
の先駆的請負契約が10月に成立する。
AFL-CIOによれば，少数グループ徒弟比率は1969年2月に終る 9カ月間に
3倍にふえる。また労働省によれば，少数グループ徒弟数は前年中に15,600人
（徒弟総数24万人）に達したのであって，その増加率は19形（総数の増加率は
9%)である126)。
1972年建設の賃金・諸給付改定率は慣例的に高いが，この年の協約改定交渉は適正化
(moderation)への明白な傾向をしめす。各年の建設協約の前記改定率は，
1970年15.6鍬 1971年12.0彩だったが1972年は7.1彩であり，またこの年は一
部で賃金•.給付の据置きもしくは改定繰延べがおこなわれる。
フィラデルフィア・プランその他の少数グループ雇用促進にかんする連邦プ
ログラムは，ニクソン所得政策の実施により舞台の後方に退くが，秋にはまた
前面に躍りでる。すなわち少数グループ・女性の地位改善のために「雇用率」
("quotas")を設定することにニクソンとマクガバンはともに反対の立場に立
ったため。だが政府スボークスマンは "affirmativeaction"プログラムの支
持を再確認する127)0 
1975年 この年の建設賃上げは，高失業率にもかかわらず前年を上回る。平均賃上げ率
は8.3彩（前年7.6%)であり，組合賃率は時間当り 8ドル93セント（諸給付を
含めれば10ドル67セント）とされる。ただし多数の協約には諸種のものが混在
しており，一部では刺激制度導入と雇用減少を防ぐための賃金据置きがおこな
われる。また東海岸より西海岸で賃金水準は高く，たとえばシアトル鉛管工の
126) Monthly Labor Review, January 1970, pp. 34~35; November 1969, pp. 72~73. 
127) Monthly Labor Review, January 1973, pp. 2, 20; July 1972, pp. 48~49; No-
vember 1972, pp. 69~70. 
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賃上げは時間当り 2ドル。
建設交渉システムにたいして連邦が介入を試みたことが，この年の特徴。建
設交渉は分散的でローカル・レベルでおこなわれるため，ローカル間で交渉成
果の競争がおこなわれ，いわゆる「蛙とび」 ("leapfrogging")現象が生じる。
1975年も例外でなく，そのため労働長官ジョン •T ・ダンロップは秋に建設の
交渉構造の改革を提唱する。それは全国組合の交渉上の役割を高めようとする
もので，具体的にはつぎのとおり。すなわち大統領任命の労使委員会（労使各
10名，公益3名以内）を設置し，労働長官と連邦斡旋調停局長とは職責上委員
となる。ローカル組合は協約改定交渉にさいして上部機関（全国組合）に60日
の予告をおこない，また使用者は，全国使用者団体の存する場合は同団体にた
いし，または争議が前記労使委員会の管轄下にある場合には同委員会にたいし
同様に通告しなければならない。その場合ストライキもしくはロックアウトは
30日間は行使できない。通告をうけた労使委員会は，全国組合と全国請負業者
団体とを代表する全国業種別ボードその他の全国機関に事件を付託する。また
労使委員会は，直接当事者より事情聴取したり，または全国組合に当事者間交
渉への参加を求めることができる。さて前記ダンロップ案は立法化されて議会
を通過するが，大統領は，同法案が「共同現場」 ("commonsitus")のピケ
ッティングを認めているとの理由で拒否する128)。
1977年 この年の賃上げは適度の水準 (6.3彩）に終るが， それは非組合企業のウエイ
トの増大と組合員の高失業率を反映したもの。若干の組合は経営者の競争力を
高めるため譲歩をおこなう。たとえば配管工，鉄工，ボイラー取付工，大工，
一般労務者の5職種は全国請負業者協会との間に1月協約（南部16州をカバー
する）を結ぶが，それには無罷業条項，制限的労働規則の削除，労働節約手段
の導入が定められる。またニューヨーク市の煉瓦積工組合は，翌78年6月以降
3年間，時間当り賃金・給付コストを2ドル36セント引下げ（現コストは16ド
ル27セント）， 時間外賃率も引下げ， かつ労働規則も改定することを協定す
る129)。
128) Monthly Labor Review, January 1976, pp. 11~12. なおこの年の春フォード大統
領は建設産業団体交渉委員会を設けたが， その目的のひとつは地域別交渉の調整に
あり，委員長はダンロップであった (MonthlyLabor Review, June 1975, p. 66)。
129) Monthly Labor Review, February 1978, pp, 30~31; January 1978, p. 4. 
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1978年 この年の賃上げも適度であって，締結協約の初年度賃上げは6.5彩にとどまる
が，その理由は，未組織ないしオープン・ショップの企業数の増大にある。そ
の対策として組合は多くの合理化協約を使用者との間に結ぶが，そのなかには
AFL-CIO建設労働部と全国請負業者協会との2カ年協約（争議行為抑制と苦
情処理推進により建設コストの削減をはかる）や原子力施設建設全国協約（原，
子力工場建設の争議行為を禁じ，職務割当を弾力的なものとし，建設工事期間
を短縮する）などがみられる。
労働省は連邦の援助する建設プロジェクトにかんして，婦人の就業機会を確
保する規則を採択する。すなわち婦人雇用目標を当該プロジェクトの総労働時
間の 6.9彩とおき， 3年以内に達成することとし，また少数グループ雇用のた
めのホームタウン計画（現行約33)に婦人雇用計画の包摂を期待するというも・
の。労働省はまたカンサス市建設委員会を援助するが，同委員会の目標は，会
計年度の始めと終りに契約が集中することを防ぎ，労働需要を平均化するとと
もに，訓練方法の改善と冬期建設事業の発注増加をめざすというもの。同様の
委員会はサンフランシスコにも設置される130)。
1982年 この年最初の9カ月に締結された 1,ODO人以上適用の建設協約の初年度賃上げ
は平均7.0彩，協約全期間をつうじての賃上げは年平均6.9%であって，他産業
平均のそれが3.4彩および2,9彩とあるのに比して高いが，前年の建設協約のそ
れが13.5%および1.3彩であるのに比すれば低い。他産業に比して高いのは，
熟練職種中心の構成が建設産業の特性であるためであり，前年に比して低いの
は，建設プロジェクトの縮小と高失業率 (9月22.6彩）および非組合企業の競
争のためだとされる。その結果つぎのような注目すべき動きが建設産業内にみ
られる。すなわち①非組合企業との競争力を高めるため組合が特別に低賃金率
｀に同意する事例が増大した，③テネシー州チャタヌーガの場合のように新しい
週労働時間 (40時間ないし週4日制で，時間外手当はなし）を採択する，⑧年
金基金を建設事業に投資して建設産業に刺激を与えることにたいして組合が関
心を高めたことなど131)。
130) Monthly Labor Review, January 1979, p. 62; August 1978, pp. 53~54; July 
1978, p. 45; June 1978, p. 58. 
131) Monthly Labor Review, January 1983, p. 35. 
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r3l石炭
1964年 3 月湮青炭協約が締結される。その主な成果は1 日 1 ドル（坑内夫時間当り 12½
セント，坑外夫14セント）の賃上げだが，付加給付と雇用保障にはみるべきも
のがなく，全米炭鉱労働者組合(theUnited Mine Workers, 略して UMW)
のメンバーの多くはこれを望ましいとみず，オハイオ，ウエスト・バージニア，
西部ペンシルバニアでは協約受諾までに2週間以上のストライキを経験。なお
非組合炭鉱の石炭を扱った業者にトン当り 80セントの罰金を課した条項は，
NLRBによってのちにタフト・ハートレー法のホット・カーゴ条項違反と判
断される132)0 
1966年 4月 UMWの漉青炭ストライキ（最盛時は58,000人参加）が16日続き，同月
24日2カ年半協約の署名によってストライキ終了する。協約は1日1ドルの即
時賃上げと一部の者への 1日32セントの加算133)。
1968年 10月半ば漉青炭基本協約が成立し， 10月1日より実施される。 1日以来のスト
ライキは終る。この3カ年協約の内容は， 1日7ドルの賃上げ（基本日給27ド
ル25セントを初年度3ドル， 次年度• 最終年度各2ドル引上げる）， 有給休暇
の改善（勤続10年をこえる 1年につき 1日追加， ただし最高20日）， 先任権の
確立（交代作業の選択，昇進について）， クリスマス・ボーナスの支給（各年
1月に120ドル）など134)。
1971年, 10月1日UMWの約8万人の炭鉱夫が協約改定をめぐってストライキに突入
する。 11月13日新3カ年協約成立し，復職おこなわれる。最大争点は賃上げだ
が，賃金・給付パッケージの改善は39%(経営者）ないし30%(UMW)と推
定される135)。
1974年石油危機による石炭需要の増大と会社の高利潤により，この年の協約改定交渉
にたいする組合員の期待は大きい。また UMW会長アーノルド・ミラーによ
る改革として UMW協約批准（一般投票）システムが確立される。かくして
今回の UMW交渉は執行部にとって責任あるものとなる。
8月，炭鉱災害疾病の犠牲者追悼のためとして UMW10万人による 5日間
132) Monthly Labor R函 ew,December 1964, p. 1387; May 1964, p. 567. 
133) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1359; June 1966, p. 663. 
134) Monthly Labor Review, January 1969, p. 15; December 1968, p. 5. 
135) Monthly Labor Review, January 1972, pp. 2, 82; December 1971, p. 80. 
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の作業停止がおこなわれる。それは炭鉱安全衛生問題にかんする UMWの姿
勢を示威するためのものだが，一部には秋の交渉のため石炭ストックを減らし
て組合交渉力を高めようとするものだとの見方もでる。
9月より改定交渉おこなわれ， 10月ストライキに入り， 11月13日には新3カ
年協約が暫定合意に達する。その内容はつぎのとおり。賃上げについては，初
年度9%,次年度•最終年度ともに 3%の基本時間賃率引上げをおこなう（協約
改定前の鉱夫の日収は42ドル25セント~50ドル）。生計費調整としては， CPI 
上昇0.4ボイントにつき時間当り 1セントの四半期調整（ただし CPI上昇8%
を上限とする）が定められ，また年5日の疾病休暇も定められるが，いずれも
始めてのもの。また炭鉱夫は．自ら危険と判断した場合に作業場所を離れる権
利を与えられ，かつ組合委員は安全調査のため坑内に立ち入ることを保証され
る。最後に年金給付額は，既退職者および新協約初年度の退職者について月額
150ドルを250ドルに増額し，以後の退職者については勤続・年令により月額670
ドルを限度として支給するというもの。
UMW会長ミラーは，前記暫定協約を批准手続にゆだねる前に再交渉を交
渉委員会に勧告。争点は，夏期休暇2週間を夏・クリスマスに2分させる新条
項の是正と追加賃上げ。連邦が調整にのりだし， 11月24日最終協約が成立し．
12月初 UMW.の批准をうる。その内容は，夏期休暇は2週間とし，かつ賃上
げは初年度10%,次年度4%,最終年度3%というもの136)。
1975年 ウエスト・バージニア州ローガゾ郡の UMWローカル組合長の解雇に端を発
し， 8月初山猫ストライキ始まる。 8月末では漉青炭鉱夫8万人が参加。要求
も，解雇撤回をこえて現協約苦情手続の遅延解消およびローカル事項でのスト
ライキ権（現協約は禁じる）承認にまで拡大される。 UMW会長と同第17地
区会長とは組合員に復職を訴える。同州チャールストンの石炭経営者協会は
UMWを法廷に訴え，連邦地裁はUMWに70万ドルの罰金を課し，またスト
指導者2名は暫定中止命令違反の故に拘留される。・ストライキの衰えた9月3
日， UMW会長は苦情問題調査の合同委員会設置に同意。だがローカル事項
をめぐるストライキ権は討議されず。その後 UMW執行委員会は山猫ストラ
ィキ防止の強力な決議を通過させるが，その内容は，ローカル組合幹部に苦情
136) Monthly Labor Review; January 1975, pp. 11~12, 82~83; October 1974, pp. 
76~77; February 1975, p. 84. 
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手続の実際を学ばせ，また山猫ストライキにかんして（法廷の課した罰金支払
をふくめ）組合基金の使用を禁じるというもの137)。
1977年 12月漉青炭鉱夫は，枯渇せる保健・退職基金への使用者拠出分の増額とローカ
ルのストライキ権を要求してストライキに入る。 UMW会長ミラーは，ストラ
ィキの効果を減殺する要因が多い（たとえば90日分以上の石炭ストック，スト
ライキ参加者への保健給付の停止，未組織炭鉱の石炭生産など）と言明する。
一方漉青炭業者協会は，組合の不安定性，山猫ストライキ，高い欠勤率を例と
して UMWへの不安を表明。だが AFL-CIOは，加盟組合でもない UMW
を支持する決議をおこなう。ミーニーの日くに，経営者は UMW絶滅の好機
到来とみていると。かくして争議は翌年へ138)。
1978年前年からの争議は続行。 2月6日の妥結案は UMW交渉委員会が， 2月24日
の案は組合員がそれぞれ拒否したため，カーター大統領はタフト・ハートレー
法を発動して復職命令を確保するが，炭鉱夫はそれを拒否。暫定復職命令の期
限満了のとき，担当判事は，国民の健康と安全の脅威の存在が証明されていな
いとの理由で永久命令の発令を拒否する。政府が次の対応を検討中に労使は精
力的に交渉し，遂に最終合意がなる。かくして 109日間のストライキは3月に
中止される。
今回のストライキの争点は山猫争議であり，各種共済基金の枯渇の原因は，
使用者拠出額の算出基準である就労時間数と石炭生産トン数が山猫ストライキ
によって激減したことにあるが，その対策としての山猫ストライキ規制にかん
する使用者の要求は実現しないまま。合意をみた協約内容はつぎのとおり。ま
ず使用者は，従業員過半数の承認を条件に企業ベースによる刺戟賃金制度を導
入することができる。在職者および退職者にたいする保健給付は，企業ベース
によって決定付与される（ただし受給資格者の給付はつねに保証される）。賃
金については，初年度 1 ドル，次年度•最終年度各70セントの引上げをおこな
うが，前記70セントには生計費調整名目の30セントが含まれているので，エス
カレータ一条項は中止される139)。
137) Monthly Labor Review, January 1976, p. 13; November 1975, p. 80. 
138) Monthly Labor Review, February 1978, pp. 29~30. 
139) Monthly Labor Review, January 1979, pp. 60~61; April 1978, pp. 5,.;.,5; May 
1978, pp. 69~70. 
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1981年 UMWと瀧青炭業者協会とは，過去の協約改定に常にストライキの先行した
ことを考えあわせ，平和的に改定交渉のおこなわれることを期待し，期限満了
(3月）の6カ月前より話し合いを始める。ストなし解決を期待させた要因と
しては，エネルギー危機における石炭の意義を認識せしめたいとの願望，漉青
炭業者協会加盟炭鉱の生産性低下と西部炭鉱（組合組織化が限られる）の生産
増強，ストライキによる業者協会分裂の危険などがあげられる。 3月23日協定
に達する力3組合員はこれを拒否して63日間のストライキをおこなう。 5月28
日の最終的な妥協点はつぎのとおり。
すなわち石炭業者が非組合炭鉱の産出炭を扱う場合に UMW共済基金にロ
イヤルティを支払う慣行はこれを継続する。一方 UMWは一部退職者の年金
給付月額について譲歩する (100ドルを95ドルヘ）。また前協約により設けられ
た仲裁審査委員会はこれを廃止する (UMWは同委員会を経営者寄りとみてい
た）。作業の下請化ないし炭鉱の賃貸委託については，それがUMWメンバー
のすでに従事している作業を奪うかぎりは禁じられる（前協約は請負ないし委
託業者に UMWメンバーのみの雇入れを定めていたが， 1980年法廷はそれを
無効とした）。なお賃金その他については，協約期間内に時間当り計3ドル60
セント（生計費調整名目の1ドル50セントをふくむ）の賃上げ，年金改定，歯
科治療給付の採用，生命・災害保険給付の改定，各種合同共済プランの企業別
化を検討する委員会の設置など140)0
閥繊維・衣服
1959年 〔繊維〕繊維労働者組合 (theTextile Workers Union, 略して TWU)は，
ノース・カロライナ州ヘンダーソンのハリエット紡績工場にストライキを打ち
暴力行為の故に8人が逮捕され有罪判決をうける。
〔衣服〕・合同男子服労働者組合(the-AmalgamatedClothing Workers, 略し
てACW)は，シャツ綿製品産業で10万人を対象とする時間当り10セントの賃．
金・給付パッケージ引上げを定めた協約をうる。これは1956年以来の当産業の
最初の一般賃上げ141)。
1965年 〔衣服〕 ACWは，男子服製造業者協会 (CMA)との間に5月6日紳士服メ
140) Monthly Labor Review, January・1982, pp. 24~25; August 1981, pp. 60~61. 
141) Monthly Labor Review, January 1960, pp. 13, 13~14. 
136 
1960年代から現在にいたるアメリカ労働組合運動と解釈（中）（小林） 823 
ーカー700社の労働者125,000人を対象とする 3カ年協約に合意する。内容は初
年度時間当り 12½セント，最終年度10セントの賃上げをおこない，かつ有給休
暇その他で改善をもおこなうというもの。
〔繊維〕南部の未組織の繊維6社（推定労働者数55,000人）は5月に 5形の賃
上げ (18カ月）を発表する。組合の組織されている企業としては，ニュー・イ
ングランド4社の5形賃上げなどがみられる142)。
1966年 〔繊維）若干のモデル協約が結ばれる (3月~4月）。 TWUとニュー・イン
グランド4社との時間当り25セントの賃金・給付バッケージ引上げ，ウール繊
維の時間当り 13½セント引上げ，南部の大手 4社の 5 形賃上げなど。
〔衣服） 9月シャツ・パジャマ他綿製品大手メーカーと ACWとの協約（時
間当り 10セント引上げ，各種給付基金への使用者拠出の増額など）143) 0 
1967年 〔衣服〕国際婦人服労働者組合 (theInternational Ladies'Garment Wor-
kers'Union, 略して ILGWU)は，協約期間(3カ年）内に計15形の賃上げと
いう協約パターン目標をつくる(1月）。かくして婦人用コート・スーツ労働者
については初年度10鍬次年度5%,また婦人・子供・幼児服労働者について
は初年度7鍬次年度5彩，最終年度3%の賃上げの協約がかちとられる (5
月）144)。
1972年 ［衣服〕紳士男児用ス｀ボン・メーカーのファラ (Farah)社と ACWとの団体
交渉をめぐる争議があり，全国労働関係委員会 (NLRB)のタフト・ハートレ
一法違反企業にたいする強制権限をめぐって争いは法廷にまで持ち込まれる。
7月AFL-CIOは，同社製品の全国ボイコットを呼びかけ，また同社の労働慣
行にたいする鏃会調査をもとめる145)。
1973年 〔衣服〕ニクソン所得政策第3段階における大型交渉のひとつとして， 1月
ILGWUとドレス製造業者5社とは， 3年間に計20彩（初年度8鍬その後各
142) Monthly Labor Review, December 1965, p. 1416; July 1965, p. 868; August 
1965, pp. 991; June 1965, pp. 693~694. 
143) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1358; May 1966, p. 536; June 1966, 
p. 663; November 1966, p. 1278. 
144) Monthly Labor Review, December 1967, p. 6; July 1967, p. 63; August 1967, 
p. 65. 
145) Monthly Labor Review, January 1973, p. 23. 
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年6%)の賃上げを協定する。この賃上げは第3段階のガイド・ライン (5.5
彩）を上回るが，付加給付の大幅改定はないため政府機関（生計費審議会）と
のトラプルは予想されず，他業種（コート，スーツ，スボーツ・ウェア）もこ
れに倣う。子供服はやや下回る146・)・,
1974年 〔衣服〕 6月切め ACWは，紳士男児用スーツ， トジプコート，ォーバーコ
ート製造業者700社にたいして短期ストライキをおこなう。参加人員は30州の
1万人におよび，同業種の95形に影響を与えたもので， ACW始まって以来の
最初の全国ストライキとされる。組合要求は大幅賃上げ（現行時間当り 3ドル
50セント），生計費エスカレーター採用，年金給付改善など。ストライキ1週
間にして連邦斡旋がおこなわれ，妥結にいたるが，その内容は，賃上げは3年
間で時間当り計1ドル（初年度45セント， その後毎年27.5セント），率にして
18%とし，また生計費調整としては，各年度のインフレ率が賃上げ率をこえた
場合に翌年度初に一定限度 (1975年6月10セント， 1976年5月15セント）内で
調整賃上げをおこない，さらに年金改善としては，最低年金月額（現行85ドル）
を初年度90ドル，次年度95ドル，最終年度100ドルに引上げるというもの。な
おこの協約の最新の特徴として，従業員とその家族にたいして全国的な医療ネ
ットワークの設置の決定されたことがあげられる。その資金計画の達成目標は
1976年6月。
2月 ACWは， 1972年以来の2年間のストライキののちファラ社をして自
己を交渉代表と認めさせ，ストライキを理由とする被解雇者を復職させるのに
成功する。組合はストライキを中止し，かつファラ製品にたいする19カ月間の
全国的ボイコットを中止する147)。
1976年 〔衣服〕 2月 ILGWUと東部8州のドレス製造企業との間に40カ月協約が締
結され，これがパターンとなって子供服，スボーツ・ウェア，コート，スーツ
各業界に類似の協約がえられる。前記40カ月協約の特徴は新給与システムの導
入であり，その内容は，新機械または能率的方法の導入によって所得の維持ま
たは増加が期待できることを条件に出来高賃金率の引下げを認めるもので，使
146) Monthly Labor R印iew,January 1974, p . 12; April 1973, p. 78; August 1973, 
pp. 88~89. 
147) Monthly Labor Review, January 1975, pp. 9~10; August 1974, p. 89; April 
1974, pp. 73~74. 
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用者に合理化と近代化を促そうとするもの。 ILGWU会長も，未組織企業や外
国企業による競争の打撃の著しいニューヨークの婦人服産業（雇用数は1947年
の32万5千から20万に減少）の活性化の必要性を認める。協約の全体的内容は，
①出来高賃金率の引下げは認めるものの出来高労働者の最低時間収入は保証す
ることとし，平均的労働者の出来高賃率は，その換算時間賃率が前記最低時間
収入を25形上回るように設定される，③出来高労働者に計23形，時間労働者に
計25形相当の賃上げを期間内におなこう，③有給休暇の 1日追加，④諸給付基
金の使用者負担増など。なお他協約との満了期限の統一が実現される。
6月 ACWとTWUとは合同して合同衣服繊維労働者組合 (ACTW)をつ
くる。 ACTWは，シャッ，ズボン，上着の各メーカーとの間に多数の州にわ
たり 9万人を対象とする協約を結ぶ。シャツ協約とズボン協約は3カ年で，協'
約期間内に計75セントおよび80セントの賃上げを，また上着協約は38カ月間に
計95セントの賃上げをそれぞれ定める。またどの協約も生計費調整を定める
が，それは生計費算式による賃上げ額がその年度内の協定末実施賃上げ額を上
回る範囲（推定10セント）内とされる。
〔繊維〕 ACTWはその設立大会において，多年の懸案である繊維メーカーJ.
P・スチーブンス社の末組織労働者4万人の組織化をとりあげ，そのための戦
術として同社製品のボイコットを承認する148)。
1978年 〔繊維〕前記のスチープンス社と全国労働関係委員会は，同委員会は同社の違
法な反組合活動にたいする同委員会の法廷差止請求を取り下げ，その代り同社
はかかる活動をおこなわないとの合意に達する (4月）。だが同社製品への組
合によるボイコットはつづく 149)。
1979年 〔衣服〕 5月北東部の婦人服労働者13万人を対象とする協約が ILGWUと業
者との間に結ばれる。協約に定められた期間内 (3年）の賃上げ計は25%(前
回は23形）とする。生計費調整 (COLA)条項は設けず， ただ CPIが一定の
大きさを超えて上昇する場合にかぎり賃金交渉の再開を定めているが，最近は
再開条項に基づいて組合から交渉再開を申し入れたことはない。なおILGWU
148) Monthly Labor Review, January 1977, pp. 31 ~32, 35; May 1976, p. 54; August 
1976, p. 47. 
149) Monthly Labor Review, January 1979, p. 63; July 1978, pp. 43~44; August 
1978, p. 53. 
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は，使用者にたいし輸入服にたいするタクスの支払を求めうる珍しい条項をか
ちとる。この協約はモデルとなり，終局的には25万人におよぶ150)0 
1980年 〔衣服〕 ACTWと全米衣服業者協会とは，輸入増加による衣服産業の不況状
況を考慮して新協約期間を18カ月に短縮する。これは，会社案（上限つきの生
計費条項を有する 3カ年協約）と組合案（無制限生計費条項を有する 1年もし
くは3カ年協約）との妥協の産物。
〔繊維〕 ACTWはJ. p・スチーブンス社にたいする17年間の組織化努力が
実り，同社との協約締結に成功する。＇適用は同社従業員の一部 (3,500人）に
すぎず，組合は同社全体（さらには南部）組織化の拠点をえたといい，会社は
これ以上の組織化への抵抗を表明し，かつ反組合的南部での組織化の進展を疑
ぃ，労使いずれも今回の協約締結を自己の勝利であるとする。協約内容は，両
カロライナおよびアラバマ3州の10事業所について8.5%の即時賃上げ， うち
7事業所については未組織事業所で実施ずみの賃上げがそこでは未実施である
との理由により前年7月から 8.5%の遡及賃上げ，さらに前記10事業所につい
てチェック・オフ，仲裁先住権，労働負荷規制等にかんする規定など。一方
ACTWは， 4年におよぶ同社製品ボイコットの中止に合意する。以上のよう
に双方が歩み寄った要因としては，会社首脳陣の交代，同社にたいする不当労
働行為申立事件における全国労働関係委員会や法廷の態度（峻烈さ）， 時間的
経済的負担，各側の疲れがあげられる。
ACTWとウェルマン産業との9年ごしの紛争も解決。サウス・カロライナ
州ジョンソンビルの同社工場では， すでに1972年の交渉代表選挙で TWUが
代表権をえていたが， 同社が TWUに誠実な対応をしないため不当労働行為
申立てがおこなわれ， それが全国労働関係委員会によって支持されていたも
の。ここに始めて協約が締結される151)。
1983年 〔繊維〕 10月J. pスチーブンス社は同社にたいする組合の不当労働行為申立
ての最終8件を前向きに解決し， 同社と ACTWとの20年来の対決はほぼ終
焉に近づく 152)。
150). Monthly Labor Review, February 1980, pp. 14~15, 15; August 1979, p. 61. 
151) Monthly Labor Review, January 1981, pp. 16, 19; December 1980, pp. 67~68, 
66; October 1980, pp. 53~54. 
152) Monthly Labor Review, January 1984, p. 41. 
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(1,5) 食肉加工
1959年 アーマー食品会社は，統一食肉加工労働者組合 (theUnited Packinghouse 
Workers)と合同肉切夫屠殺労働者組合 (theAmalgamated Meat Cutters 
and Butcher Workmen)との間に技術的失業の調査研究およびオートメーシ
ョンによる失業者の再訓練と再配置のための基金として50万ドルを提供する協
約を結ぶ153)。
1961年 アーマ一新協約 (9月）は，事業所閉鎖の90日予告，勤続5年以上の被レイオ
フ者の所得保障等， 1959年のオートメーション対策基金への拠出中止（ただし
拠出ずみの資金については基金委員会に5万ドルを留保し，残額は再訓練・配
転手当に充当する）などを定める。なおスウィフト社は， レイオフに関連して
会社全体を単位とする先住権協約 (8月）を結ぶ154)。
1967年 アーマーとウィルソンの両社は，現協約期限 (8月31日）より 5~6カ月先立
って食肉加工の関連組合との間に時間当り34セントの基本賃率引上げ，半年毎
の生計費調整に加えて，事業所閉鎖の180日予告（従来は90日）および年金受給
年令未満の被解雇者にたしべする年金受給権つきの離職手当の支給などを協定す
る155)
゜
1979年 ウィルソン，ホーメルその他の各社と統一食品商業労働者組合 (theUnited 
Food and Commercial Workers, 略して UFCW)は， 8月前回 (1976年）
とおなじ賃上げ (3年間で時間当り計60セント）および生計費調整 (CPI上昇
0.3ボイントにつき時間当り 1セントの半年毎調整）を定めるが， 各社いずれ
も新企業の競争と陳腐化の問題に直面する156)。
1980年 スウィフト社は，オクラホマとニューメキシコの屠殺工場閉鎖を発表する。テ
クサスの同社屠殺工場閉鎖は，組合 (UFCW)が「解体ライン」 ("disassem-
bly" line) のチェーン・スピード引上げに同意したことにより，回避される 157~
153) Monthly Labor Review, January 1960, p. 12. 
154) Monthly Labor Review, January 1962, p. 2; October 1961, p, 1118; November 
1961, pp. 1246~1247. 
155) Monthly Labor Review, December 1967, p. 6; May 1967, pp. 61~62. 
156) Monthly Labor Review, February 1980, p.14; October 1979, p. 72. なお UFCW
は，小売店員国際組合 (RCIU)と合同肉切夫屠殺労働者組合 (AMCBW)とがこの
年の 6月合同して生れたもの。
157) Monthly Labor Review, January 1981, p. 16. 
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1981年伝統ある ("oldline")企業は，新規参入者（家畜飼育地帯に平屋建の工場を
建て低賃金の非組合員を雇う）の競争により打撃をうける。スウィフトのイリ
ノイ州ロシェル工場は閉鎖され，デュプケ社に買収されて前給与の60彩水準の
労働条件で再開される。またデュブケはアイオワ州ルマル工場の閉鎖決定を覆
えしたが，それは賃金・諸給付の2カ年凍結が同意されたため158)。
1982年前年12月アーマー食品会社と組合 (UFCW)とは， 1982年8月31日期限満了の
現行協約の一部修正と 9月1日発効の新3カ年協約について合意に達する。そ
の内容は，基本賃率引上げと年2回の生計費調整を中止し・（ただし新協約満了
｀日に生計費調整は回復される）， アイダホの牛肉加工工場の賃下げと年金給付
改定の繰り延べをおこ・なうが，その代り会社は事業投資計画の内容を報告し，
かつ翌年半ばまでは事業所閉鎖をおこなわないというもの。かかる譲歩の意図
は，伝統ある企業と新参企業との競争条件の均等化にあるとされる。
アイオワ牛肉加工会社は， 4カ月(6月~10月）のストライキののち労働者の
復職をみるが，現行協約を踏襲することに合意がなる。会社は，時間当り 2ド
ルの賃下げと賃上げ4年間凍結とを要求するが，それは認められずに終る159)。
1983年事業所の永久閉鎖，新会社設立または他企業への売却によるその再開，破産手
続と賃下げによるその再開，組合譲歩による企業閉鎖の回避，組合譲歩拒否に
よる企業閉鎖，牛肉加工から豚肉加工への転換などが，この年を特徴づける。
その主原因は新規参入企業の競争にあり，かかる企業は UFWCの組織化に抵
抗し，組織化された場合は伝統ある企業並の給与水準に強く抵抗する。
4月ウィルソン食品会社は，連邦破産法のもとに保護手続を申請し，労働協
約は無効になったとして40~50彩の賃下げをおこなう。その結果6週間のスト
ライキがおこなわれたが，時間当り 8ドルにて合意。
アイオワ州のラス食品も破産法手続を申請して UFWCの譲歩を求める。組
合はすでに一部賃金支払延期に同意していたが，既支払の賃金（時間当り 7ド
ル24セント）ですら高すぎると会社は主張160)。
158) Monthly Labor Review, January 1982, p. 26. 
159) Monthly Labor Rゅiew,January 1983, p. 31 ; February 1982, p. 48; December 
1982, p. 48: 
160) Monthly Labor Review, January 1984, p. 39; June 1983, p. 46; September 1983 
p. 40. 
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U6l新聞
1963年前年12月8日以来のニューヨーク新聞ストライキは. 3月31日にいたって 114
日ぶりに解決される。争点は，経済要求に加えてパンチ・テープによる植字法
の導入や協約満了日の統一化にかんする要求をもふくむが，最終的には市長ロ
バート・ワグナーの解決案がものをいい，組合側は，一度はそれを拒否したも
のの結局は受諾する。その内容は，印刷職種の週賃金を12ドル63セント引き上
げるというもの。なお組合員による執行部解決案の拒否が争議解決を長びかせ
たものとして注目される161)。
1964年 7月13日よりのデトロイト新聞ストライキが1月下旬終る。妥結内容は，新鋭
機の機付人員は16人とするが，なお交渉をつづけ，未解決の場合には仲裁に付
し，人員を15名とすることもありうるというもの162)。
1965年 9月ニューヨークの新聞争議が再燃する。 2年前の争議の末解決の項目が尾を
ひいたもので，オートメーション，作業範囲，組合保障条項，年金問題などが
争点となる。発端はニューヨーク・タイムズにたいする新聞ギルドのストライ
キであり，職種別諸組合がギルドのヒ゜ケの突破を拒否したため，他の6紙が発
行を中止したというもの。なおギルドと新聞協会とは， 3週後，オートメーシ
ョンの6カ月予告などの協定 (10月）に達する163)。
1966年 4月ニューヨークの新聞ギルドは，ワールド・ジャーナル・トリビューンにた
いするストライキに突入する。争点は， 3社合併により生れた同紙が人員整理
を予定していたことにある。 9月最終的に解決164)。
1967年 テネシー州キングスボート紙にたいする 5組合の争議は終る(4月）。機械工と
活版印刷工は，同新聞の非組合員による操業の過程で事実上交渉権を失ない，
またステロ・電気版印刷工，プレスマン，製本工の3組合は，結局は従業員交
渉代表としての資格をえずにおわる165)。
1968年前年1月より始まったチームスター組合および他の13組合のデトロイト 3紙に
たいするストライキは， 8月に終る。争議期間は 268日。前記13組合の妥結内
161) Monthly Labor Review, December 1963, p. 1401; May 1963, pp. 555~556. 
162) Monthly Labor R函ew,December 1964, p. 1387; January 1965, pp. 77~78 
163) Monthly Labor Rゅiew,December 1965, p. 1417 ; November 1965, p. 1359. 
164) Monthly Labor Review, December 1966, p. 1360; June 1966, p. 667. 
165) Monthly Labor Review, December 1967, p. 6; July 1967, p. 61. 
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容は週賃金の即時11ドルひき上げその他で，すでに3月に妥結ずみのチームス
ター も， 13組合の解決に調整される166)0
1978年 8月，プレスマン組合はニューヨーク・タイムズ，ニューヨーク・デイリー・
ニューズ，ニューヨーク・ボストの3紙にたいしてストライキに入る。争点は
プレス室配置人員，作業割当，就労時間など。 3紙の主張は，従来の "unit
manning" (印刷機単位の固定的人員配置）•に代えて部屋単位の人員配置
"room manning" (印刷室の責任者が機付人員と作業割当を決定する）をおこ
なうというもので， これにたいして組合は， 現行人員が能率維持にふさわし
いと反論。さて11月に争議は解決する（ボスト紙のみが他の2紙の妥結内容の
適用を条件に10月に解決ずみ）。その内容は，従来のユニット・ルールを踏襲
するが機付人員は1台11名（従来より 1名減だが会社要求より 3名上まわる）
とし，その減員方法は attrition方式とすることによりプレスマンの職務を保
障し，また3年間に計68ドルの週賃金ひき上げをおこなうというもの167)0 
1982年都市の夕刊紙の閉鎖もしくは朝刊紙との合併が相つぎ，それに関連して組合側
は賃下げや人員整理のごとき譲歩をしいられる。閉鎖の例はフィラデルフィア
・ブレティン，フィラデルフィア・ジャーナル；朝夕合併の例はスター・アン
ド・トリビューン；スタッフの共有の例はデイトン・デイリー・ニューズ。
アメリカ最大の発行紙＝ユーヨーク、・デイリー・ニューズは;11組合との間
に経費削減案について合意に達する。その内容は， 1,340のジョップの廃止，
年5,000万ドルの労働費用削減など168)。
3. あとがき
以上は， 16産業の労使交渉の動向を1960年以降現在に／いたるまでの20数年に
ついてみたものだが，扱われた産業の数が多く，また観察期間も相当の長さに
わたるので，そこに記された事実経過はあまりにも旭大である。われわれの仕
事はそこから若干の特徴を把えることであるが，その準備としてつぎのような
一覧別表を提示しておくことも意味があろう。それは，前記16産業の動きを若
166) Monthly Labor Review, January 1969, P: 15. 
167) Monthly Labor R喧 w,January 1979, p. 63. 
168) Monthly Labor R函ew,January 1983, p. 34; November 1982, pp. 49~50. 
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干の項目によって整理し，それを年次別に並べたものだが，それによって従来
の交渉部門における変化を俯服することは可能であろう。その俯臓の情景描写
は後に残された仕事であるが，そのための足場としても，その一覧別表をここ
に掲げておくべきであろう。それはつぎ (146ページ~153ページ）のとおりで
ある。
その別表の労使関係動向をたどれば，労使の交渉は究極には職務保障要求
を中心に動いてきたことがわかる。所得保障はその別の表現であるし，賃金
その他諸給付をめぐる要求は，ジョッブ自体の改善にかかわるものと解するこ
とができよう。けれどもセリグ・パールマンのいう「ジョップ意識」が限られ
た就業機会の死守ともいうべき消極的防衛的な性質のものであったのに比較
すると， 1960年代以降の職務保障意識は， なんと積極的攻撃的であることか。
「失業」より「就きうるジョッブの質」への時代的関心の変化のごときは，そ
，れを象徴するものであろう。だがその変化は，けっしてパールマンの死を意味
するものではなく，逆に今後も生きつづけることを意味するものであろうが，
さりとて昔ながらのパールマンの存在価値を主張しつづけうるものでもなかろ
う。その辺に焦点を合わせながら，従来からの交渉部門における変化の分析を
このあとに展開することにしよう。
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補
足
失
業
給
付
S
U
B
麟
格
差
確
立
の
ラ
イ
キ
(
9
月
~
1
0月
）
改
定
）
要
求
）
0
ゴ
ム
・
ス
ト
ラ
イ
キ
•ゴ
ム協
約（
賃上
げ，
SU
B
そ
の
他
諸
給
付
の
改
定
に
よ
り
(
4
月
~
7
月）
組
合
の
求
め
る
完
全
雇
用
収
入
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
事
実
上
実
現
さ
れ
る
）
0
鉄
道
に
お
い
て
組
合
は
熟
練
格
差
の
確
立
を
要
求
す
る
19
68
 
0
賃
上
げ
0
デ
ト
ロ
イ
ト
新
聞
賃
上
0
鉄
鋼
協
約
(
U
S
W
対
大
手
11
社
の
交
渉
は
，
職
務
保
障
よ
り
げ
ス
ト
ラ
イ
キ
（
前
年
賃
上
げ
を
強
調
す
る
）
11
月
~
8
月，
26
8
日
0
銅
，
ア
ル
ミ
，
航
空
宇
宙
，
｀
新
聞
な
ど
の
賃
金
中
心
的
協
約
間）
•
交
渉
テ
ー
マ
が
賃
上
げ
と
な
っ
た
こ
と
の
反
面
，
ジ
ョ
ッ
ブ
に
•
東
海
岸
港
湾
ス
ト
ラ
イ
た
い
す
る
関
心
は
，
そ
の
喪
失
（
失
業
）
よ
り
は
就
き
う
る
ジ
キ
(1
0月
）
ョ
ッ
ブ
の
質
へ
と
転
じ
る
0
通
信
ス
ト
ラ
イ
キ
(
4
月，
5
月
~
9
月）
?
?
強
法
発
蚕岡
汁撫
『類
遥酪
漁」
瀕
34
~f
fi
? ? ?
?
?
?
?
?
?
19
69
 
19
70
 
19
71
 
19
72
 
?
?
●
賃
上
げ
●
賃
上
げ
●
賃
上
げ
●
賃
上
げ
•
東
海
岸
港
湾
ス
ト
ラ
イ
キ
（
前
年
末
~
2
月）
•
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
・
ス
ト
ラ
イ
キ
(1
0月
～
）
•
 
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
・
ス
ト
ラ
イ
キ
（
前
年
~
1
月）
•
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
・
ス
ト
ラ
イ
キ
(
9
月
~
1
1月
）
•
東
西
両
海
岸
の
港
湾
ス
ト
ラ
イ
キ
（
西
7
月
～
10
月
，
東
10
月
~
1
1月
）
•西
海岸
港湾
スト
ライ
キ
(
1
月
~
2
月
，
前
年
か
ら
の
継
続
）
●
港
湾
協
約
（
賃
上
げ
，
付
加
給
付
と
年
金
の
改
定
，
年
間
雇
用
保
障
，
コ
ン
テ
ナ
ー
問
題
な
ど
）
•
電
機
の
連
合
(c
o-
or
di
na
te
d)
交
渉
が
前
回
(1
96
6年
）
に
次
い
で
踏
襲
さ
れ
る
●
建
設
で
黒
人
雇
用
が
問
題
と
さ
れ
る
(
9
月
の
い
わ
ゆ
る
Bl
ac
k 
M
o
n
d
a
y
)
 
•
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
の
妥
結
は
同
社
の
一
次
回
答
を
上
回
る
（
い
わ
ゆ
る
Bo
ul
wa
ri
sm
打
破
さ
れ
た
の
で
は
・
・
・
と
の
観
測
を
も
た
ら
す
）
•ゼ
ネラ
ル・
モー
ター
ズ協
約（
大幅
賃上
げ，
上限
なし
の
生
計
費
調
整
な
ど
）
●
鉄
道
火
夫
紛
争
で
大
統
領
緊
急
調
査
委
員
会
の
勧
告
（
火
夫
と
制
動
手
の
一
本
化
）
•
大
学
・
公
民
権
・
賃
貸
借
等
の
非
労
使
関
係
領
域
へ
の
団
体
交
渉
方
式
の
普
及
0
鉄
鋼
協
約
(
3
年
間
で
計
31
彩
の
賃
上
げ
，
生
計
費
エ
ス
カ
レ
ー
タ
一
条
項
の
復
活
，
事
業
所
レ
ベ
ル
の
生
産
性
委
員
会
の
設
置
な
ど
）
•一
般に
3年
間
で
30
%以
上
の
賃
上
げ
が
パ
タ
ー
ン
化
す
る
（
ア
ル
ミ
，
自
動
車
〔
た
だ
し
ク
ラ
イ
ス
ラ
ー
〕
，
製
缶
，
石
炭
，
電
話
な
ど
）
•
シ
カ
ゴ
・
ノ
ー
ス
ウ
エ
ス
タ
ン
鉄
道
で
労
働
規
則
の
緩
和
（
乗
務
区
間
の
拡
大
）
な
る
●
港
湾
協
約
の
初
年
度
賃
上
げ
率
は
，
東
西
両
海
岸
に
つ
い
て
ニ
ク
ソ
ン
政
府
の
給
与
委
員
会
に
よ
っ
て
引
下
げ
を
命
じ
ら
れ
る
●
統
一
運
輸
組
合
は
，
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
車
の
火
夫
廃
止
に
原
則
•
政
府
に
よ
る
「
フ
ィ
ラ
デ
ル
フ
ィ
ア
・
プ
ラ
ン
」
の
発
表
•
 
自
動
車
交
渉
に
お
け
る
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
標
的
時
代
の
終
焉
•
東
西
港
湾
へ
の
タ
・
ハ
法
発
動
（
東
8
回
目
）
•A
FL
-C
IO
は
，
反
組
合
的
ズ
ボ
ン
・
メ
ー
カ
-
(F
ar
ah
)
の
製
品
1
9
6
0
~
f;
; 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
｛
?
?
? ?
?
? ?
?
（
?
）
（
?
? ?
）
?
?
?
?
年
I主
た
る
交
渉
テ
ー
マ
＇ 
注
目
す
べ
き
ス
ト
ラ
イ
キ
注
目
す
べ
き
協
約
・
事
件
特
?
事
項
?
?
•
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
・
ス
ト
ラ
イ
キ
（
ロ
ー
ズ
タ
ウ
ン
争
議
他
）
19
73
 
19
74
 
19
75
 
•諸
給付
•
そ
の
他
の
労
働
条
件 ●
賃
上
げ
（
生
計
費
条
項
の
溝
入
・
改
定） •賃
上げ
•
 
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
・
ス
ト
ラ
イ
キ
(
2
月
~
6
月，
12
2
日
間）
..
 男
子
服
労
働
組
合
の
最
初
の
全
国
ス
ト
ラ
イ
キ
(
6
月）
•
石
炭
産
業
の
山
猫
ス
ト
ラ
イ
キ
(
8
月
~
9
月）
的
に
同
意
す
る
0
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
の
一
連
の
争
隊
は
組
立
ラ
イ
ン
の
ス
ピ
ー
ド
・
ア
ッ
プ
の
中
止
を
求
め
た
も
の
で
，
非
人
間
的
労
働
へ
の
反
抗
と
喧
伝
さ
れ
る
0
ゼ
ネ
ラ
ル
・
エ
レ
ク
ト
リ
ッ
ク
協
約
（
賃
上
げ
，
有
給
休
暇
改
善
な
ど
）
は
，
大
ス
ト
ラ
イ
キ
の
の
ち
締
結
さ
せ
る
0
ク
ラ
イ
ス
ラ
ー
協
約
（
時
間
外
労
働
の
任
意
性
は
結
論
を
だ
さ
ず
に
そ
の
制
限
を
お
こ
な
う
；
賃
金
•
生
計
費
調
整
・
ー
諸
給
付
の
改
善
）
•
男
子
服
協
約
（
医
療
保
障
の
全
国
的
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
設
定
，
賃
金
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
導
入
）
；
Fa
ra
h
社
の
組
合
承
認
と
同
社
製
品
ボ
イ
コ
ッ
ト
の
中
止
0
鉄
鋼
の
実
験
交
渉
協
定
（
組
合
の
ス
ト
自
粛
と
会
社
の
最
低
3
％
賃
上
げ
保
障
）
•
製
缶
・
ア
ル
ミ
（
鉄
鋼
並
の
協
定
化
，
年
金
の
生
計
費
調
整
）
•
石
炭
協
約
（
生
計
費
調
整
と
疾
病
休
暇
の
導
入
，
緊
急
時
の
自
主
職
場
離
脱
；
U
M
W
の
一
般
組
合
員
に
よ
る
協
約
批
准
シ
ス
テ
ム
の
確
立
）
0
通
信
協
約
（
完
全
エ
イ
ジ
ェ
ン
シ
ー
・
シ
ョ
ッ
プ
，
生
計
費
調
整
と
年
金
の
改
定
な
ど
）
0
鉄
道
協
約
（
賃
金
・
給
付
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
3
年
間
に
計
4
1
%の
改定
，
15
年
ぶ
り
の
生
計
費
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
導
入
，
使
用
者
負
担
の
歯
科
治
療
給
付
な
ど
）
•U
MW
執
行
委
員
会
は
山
猫
ス
ト
ラ
イ
キ
防
止
を
決
議
す
る
ボ
イ
コ
ッ
ト
を
呼
び
か
け
る
e
 Bo
ul
wa
ri
sm
の
死
•
通
信
産
業
に
お
い
て
初
の
全
国
交
渉
0
賃
上
げ
と
な
ら
ん
で
失
業
へ
の
関
心
蔀耳
汁傑
「醗
箋酪
溢」
濾
34
~f
fi
? ? ??
?
?
?
?
?
?
?
•
 
自
動
車
S
U
B
基
金
の
枯
渇
現
象
（
失
業
へ
の
関
心
）
19
76
 
19
77
 
19
78
 
•生
産性
向上
（
コ
ス
ト
節
減
）
?
?
0
賃
上
げ
（
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
上
限
撤
廃
）
•
職
務
所
得
保
障
•
 
フ
ォ
ー
ド
・
ス
ト
ラ
イ
キ
(
9
月
~
1
0月
）
0
ゴ
ム
4
社
同
時
ス
ト
ラ
ィ
キ
(
5
月
~
9
月）
•
東
海
岸
港
湾
ス
ト
ラ
イ
キ
(
4
月，
10
月）
0
石
炭
ス
ト
ラ
イ
キ
(1
2月
～
）
0
石
炭
ス
ト
ラ
イ
キ
（
前
年
末
~
3
月，
10
9
日間
）
0
新
聞
ス
ト
ラ
イ
キ
(
8
月
~
1
1月
）
0
ダ
ン
ロ
ッ
プ
労
働
長
官
は
，
建
設
労
使
交
渉
の
集
権
化
を
試
み
る
が
不
成
功
0
フ
ォ
ー
ド
協
約
（
個
別
取
得
の
有
給
休
暇
12
日
の
付
与
，
S
U
B
基
金
へ
の
会
社
拠
出
分
の
増
額
，
賃
上
げ
，
従
来
ど
お
り
の
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
，
退
職
一
時
金
支
給
な
ど
）
0
ゴ
ム
，
自
動
車
運
送
，
電
機
な
ど
の
諸
交
渉
で
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
上
限
が
撤
廃
さ
れ
る
0
反
組
合
的
繊
維
企
業
の
牙
城
ス
チ
ー
ブ
ン
ス
社
の
組
織
化
と
そ
の
た
め
の
同
社
製
品
ボ
イ
コ
ッ
ト
に
組
合
(
A
C
T
W
)
の
り
だ
す
●
港
湾
協
約
（
コ
ン
テ
ナ
ー
化
が
就
労
時
間
総
数
を
低
下
さ
せ
，
同
時
間
数
を
基
準
に
決
定
さ
れ
る
使
用
者
の
年
金
基
金
払
込
額
を
減
少
さ
せ
て
い
る
状
況
に
照
ら
し
，
年
金
基
金
の
企
業
保
証
を
定
め
る
）
0
鉄
鋼
協
約
（
終
身
保
障
へ
の
第
1
歩
と
し
て
の
雇
用
所
得
保
障
，
外
部
発
注
に
か
ん
す
る
合
同
委
員
会
の
設
置
，
実
験
交
渉
協
定
に
よ
る
賃
上
げ
な
ど
）
0
製
缶
・
ア
ル
ミ
協
約
（
鉄
鋼
類
似
の
職
務
所
得
保
障
）
0
石
炭
協
約
（
使
用
者
の
刺
激
賃
金
蒋
入
の
権
利
，
保
健
給
付
の
企
業
別
決
定
と
管
理
，
賃
金
の
自
働
的
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
中
止
な
ど
）
0
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
新
聞
協
約
（
機
付
人
員
の
削
減
な
ど
）
0
鉄
道
協
約
（
コ
ン
レ
ー
ル
労
使
は
，
70
輌
以
下
の
貨
物
列
車
の
制
動
手
1
名
削
減
な
ど
を
定
め
る
）
e
フ
ロ
リ
ダ
鉄
道
の
10
年
ご
し
の
ス
ト
ラ
イ
キ
が
中
止
さ
れ
る
0
鉄
道
労
務
会
厳
に
よ
る
合
理
化
提
案
0
連
邦
政
府
は
建
設
に
お
け
る
婦
人
雇
用
促
進
を
と
な
え
る
19
so
,1
p~
;,l
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?
?
?
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19
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 I主
た
る
交
渉
テ
ー
マ
0
賃
上
げ
（
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
自
由
・化
）
•
組
合
譲
歩
0
組
合
譲
歩
0
組
合
譲
歩
注
目
す
べ
き
ス
ト
ラ
イ
キ
•
石
炭
ス
ト
ラ
イ
キ
(
3
月
~
5
月，
63
日
間）
注
目
す
べ
き
協
約
・
事
件
0
ゴ
ム
，
自
動
車
運
送
，
電
機
，
航
空
，
食
肉
加
工
な
ど
で
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー
の
自
由
化
（
生
計
費
調
整
の
必
要
経
過
期
間
の
短
縮
，
上
限
撤
廃
な
ど
）
0
婦
人
服
協
約
（
使
用
者
が
輸
入
服
を
扱
う
場
合
，
使
用
者
を
し
て
組
合
に
タ
ク
ス
を
払
わ
せ
る
）
●
鉄
鋼
協
約
（
生
計
費
調
整
の
一
部
放
棄
，
現
場
の
「
参
加
チ
ー
ム
」
の
設
置
，
退
職
年
金
改
定
な
ど
）
•
ク
ラ
イ
ス
ラ
ー
協
約
（
連
邦
融
資
保
証
を
う
る
た
め
の
UA
W
譲
歩
〔
休
暇
17
日
分
の
返
上
な
ど
〕
が
お
こ
な
わ
れ
る
）
•
電
信
電
話
協
約
(A
T&
T
の
新
技
術
導
入
の
権
利
そ
の
他
）
•
繊
維
企
業
ス
チ
ー
ブ
ン
ス
社
は
，
組
合
(A
CT
W)
と
の
間
に
始
め
て
協
約
締
結
0
ク
ラ
イ
ス
ラ
ー
協
約
（
融
資
保
証
を
政
府
よ
り
う
る
た
め
U
A
W
は
賃
下
げ
に
同
意
す
る
）
；
フ
ォ
ー
ド
，
ゼ
ネ
ラ
ル
・
モ
ー
タ
ー
ズ
も
経
営
に
協
力
0
鉄
鋼
5
社
に
労
使
参
加
チ
ー
ム
の
設
置
（
前
年
の
協
約
に
よ
る
）
0
鉄
道
，
石
炭
，
自
動
車
運
送
，
ゴ
ム
，
食
肉
加
工
な
ど
で
賃
上
げ
抑
制
，
賃
金
凍
結
，
賃
下
げ
な
ど
が
み
ら
れ
る
0
フ
ォ
ー
ド
協
約
（
賃
金
凍
結
，
生
計
費
調
整
の
抑
制
，
労
使
協
議
フ
ォ
ラ
ム
，
継
続
的
所
得
保
障
制
度
の
溝
入
な
ど
）
•
自
動
車
運
送
，
航
空
，
食
肉
加
工
な
ど
で
賃
金
凍
結
ま
た
は
賃
下
げ
•
新
聞
界
で
夕
刊
紙
の
廃
刊
ま
た
は
朝
刊
紙
と
の
合
併
の
動
き
特
?
事
項
?
?
0
婦
人
服
と
石
油
は
，
生
計
費
条
項
抜
き
の
慣
行
を
維
持
す
る
•
鉄
鋼
実
験
交
渉
協
定
へ
の
経
営
者
の
不
満
o
A
F
L
-
C
I
O
は
そ
の
前
身
よ
り
数
え
て
10
0
オ
を
む
か
え
る
蚕耳
汁懐
「階
遥酪
装」
瀕
34
~f
fi
? ? ?
?
?
?
?
?
?
•
組
合
譲
歩
は
バ
タ
ー
ン
交
渉
型
産
業
に
多
く
み
ら
れ
る
19
83
 
•
組
合
譲
歩
•
電
信
電
話
ス
ト
ラ
イ
キ
(
8
月）
●
鉄
道
紛
争
に
か
ん
し
大
統
領
緊
急
調
査
委
員
会
勧
告
（
車
掌
車
は
原
則
的
に
廃
止
す
る
が
，
1
労
働
日
10
0
マ
イ
ル
制
等
に
つ
い
て
は
今
後
と
も
当
事
者
間
交
渉
を
続
け
る
）
0
電
信
電
話
協
約
（
職
務
所
得
保
障
に
か
ん
し
て
能
力
開
発
お
よ
び
職
種
転
換
の
た
め
の
訓
練
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
を
定
め
る
）
●
鉄
鋼
協
約
（
賃
下
げ
，
生
計
費
調
整
の
一
部
放
棄
，
有
給
休
暇
の
一
部
返
上
，
実
験
交
渉
協
定
の
中
止
な
ど
）
0
食
肉
加
工
，
航
空
な
ど
で
賃
下
げ
そ
の
他
0
繊
維
の
ス
チ
ー
ブ
ン
ス
社
は
，
同
社
に
た
い
す
る
不
当
労
働
行
為
救
済
申
立
て
を
最
終
的
に
解
決
し
，
組
合
(
A
C
T
W
)
と
の
20
年
の
対
決
を
ほ
ぼ
終
ら
せ
る
0
非
製
造
業
で
は
賃
上
げ
が
み
ら
れ
る
19
60
c¥
~f
p 
? ?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
? ?
?
?
?
?
（
?
）
（
、
?
?
）
? ?
〈
）
?
?
?
?
